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住宅及び世帯に関する基本集計 
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鳥取県令和新時代創造本部統計課 
 

 

● 住宅・土地統計調査とは 

住宅・土地統計調査は、我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに住環境、現住居

以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及

び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的に、昭和２３年以来５年ごとに

実施しており、平成３０年調査は１５回目に当たる。 

平成３０年調査は、全国の平成２７年国勢調査調査区の中から全国平均約５分の１の調査区を抽出し、約２２万単

位区(鳥取県においては１，００８単位区)について、平成３０年１０月１日現在で調査を実施した。 

ここでは、主な集計結果について要約していますが、市町村空き家数等の詳細データについては総務省統計局ホー

ムページ(https://www.stat.go.jp)を参照のこと。 

 

● 利用上の注意 

１． 統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。 

２． 本調査は標本調査であるため、統計表の数値は標本誤差を含んでいる。 

３． 統計表中の「－」は、調査又は集計したが該当数字がないもの又は数字が得られないものを示す。 

また「０」は、調査又は集計したが、該当数字が表章単位に満たないものを示す。 
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１ 住宅及び世帯総数 

（１）総住宅数と総世帯数 

総住宅数、総世帯数ともに増加し、過去最高となった。 

   平成 30年 10 月１日現在における鳥取県の総住宅数は 256,600 戸、総世帯数は 217,500 世帯とな

っており、前回（平成 25 年）と比べ、総住宅数で 6,500 戸（増減率 2.6％）増加し、総世帯数は

3,300 世帯（同 1.5％）増加し、ともに過去最高となった。 

   増減率を全国（2.9％）と比べると 0.3 ポイント下回っている。 

  昭和 33 年以降の総住宅数及び総世帯数の推移をみると、昭和 38年以前には総世帯数が総住宅数

を上回っていたが、昭和 43 年に逆転し、その後も総住宅数は総世帯数を上回っている。平成 30 年

においても総住宅数が総世帯数を 39,100 上回り、１世帯当たりの住宅数は 1.18 戸となっている。

（図１－１、付表１－１） 

 
 

（２）居住世帯の有無 

空き家数、空き家率ともに再び上昇し、過去最高となった。 
  総住宅数を居住世帯の有無別にみると、「居住世帯のある住宅」は 215,600 戸（構成比 84.0％）、

空き家、建築中の住宅などの「居住世帯のない住宅」は 41,000 戸（同 16.0％）で、前回と比べる

と「居住世帯のない住宅」は、増減率で 1.2 ポイント上昇している。 

居住世帯のない住宅のうち、空き家は 39,900 戸で、前回と比べ 4,000 戸（増減率 11.1％）増加

している。空き家数の推移をみると、平成 20 年の 38,000 戸まで一貫して増加を続けていたが、平

成 25年には 35,900 戸と初めて減少に転じたものの、平成 30年では再び増加となり、昭和 33 年以

降過去最高となった。 

また、空き家率（総住宅数に占める空き家の割合）は 15.5％で、前回から 1.1 ポイント増加し、

全国と比べると 1.9 ポイント上回っている。空き家率の推移をみると、昭和 33年の 1.3％から平成

20 年の 15.4％まで上昇が続き、平成 25 年には 14.4％と低下したものの、平成 30 年では再び上昇

し過去最高となった。（図１－２、図１－３、付表１－２、付表１－３、付表１－４） 
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（３）住宅の所有の関係 

持ち家住宅率は 68.8％で過去最少となったが、全国を 7.6 ポイント上回っている。 

   居住世帯のある住宅を所有の関係別にみると、持ち家が 148,400 戸で、持ち家住宅率（住宅総数

に占める持ち家の割合)は 68.8％となっており、前回と比べると、住宅数は 300 戸減少し、割合は

1.0 ポイント低下している。持ち家住宅率を全国の 61.2％と比べると、7.6 ポイント上回っている。

持ち家住宅率の推移をみると、昭和 43 年の 77.2％から減少傾向にあり、平成 25 年で 69.8％、平

成 30年で 68.8％となり、昭和 43年以降過去最少となった。 

また、借家は 62,600 戸で、住宅総数に占める割合は 29.0％となっており、前回と比べると、住

宅数は 1,800 戸増加し、割合は 0.5 ポイント上昇、割合を全国の 35.6％と比べると、6.6 ポイント

下回っている。借家の住宅総数に占める割合の推移をみると、昭和 43 年の 22.8％から増加傾向に

あり、平成 15 年から平成 25 年は 28％台で推移し、平成 30 年は 29.0％となり、昭和 43 年以降過

去最高となった。（図１－４、表１、付表１－５） 
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２ 住宅の状況 

（１）住宅の種類 

｢専用住宅｣が住宅全体の 97.7％を占める。 

  居住世帯のある住宅（以下 10 借家の家賃・間代までを単に「住宅」という。）215,600 戸を住宅

の種類別にみると、居住専用に建築された住宅（以下｢専用住宅｣という。）が 210,700 戸、居住部分

が農林漁業や店舗等の事業用の部分と結合している｢店舗その他の併用住宅｣が4,900戸となってお

り、専用住宅の占める割合が 97.7％と高くなっている。前回と比べると、専用住宅が 2,700 戸増加

し、店舗その他の住宅が 300 戸減少した。 

持ち家

68.8%

公営の

借家

4.0%

民営借家

23.1%

給与住宅

1.8%

図１－４ 住宅の所有の関係別割合（Ｈ30年）
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表１　住宅の所有の関係別住宅数の推移(昭和43年～平成30年)鳥取県、全国

年次 総数 持ち家 借家 総数 持ち家 借家

実数（戸）

昭和43年 129,870 100,210 29,660 24,198,000 14,594,000 9,604,000

　　 48年 142,100 107,200 35,000 28,731,000 17,007,000 11,724,000

　　 53年 153,800 116,900 36,700 32,189,000 19,428,000 12,689,000

　　 58年 163,200 124,600 38,400 34,705,000 21,650,000 12,951,000

　　 63年 168,900 125,900 42,800 37,413,000 22,948,000 14,015,000

 平成５年 179,600 132,600 45,900 40,773,000 24,376,000 15,691,000

　　 10年 190,000 137,500 51,200 43,922,000 26,468,000 16,730,000

　　 15年 199,900 141,400 55,900 46,863,000 28,666,000 17,166,000

　　 20年 208,600 146,000 59,400 49,598,000 30,316,000 17,770,000

　　 25年 213,100 148,700 60,800 52,102,000 32,166,000 18,519,000

　　 30年 215,600 148,400 62,600 53,616,000 32,802,000 19,065,000

割合（％）

昭和43年 100.0 77.2 22.8 100.0 60.3 39.7

　　 48年 100.0 75.4 24.6 100.0 59.2 40.8

　　 53年 100.0 76.0 23.9 100.0 60.4 39.4

　　 58年 100.0 76.3 23.5 100.0 62.4 37.3

　　 63年 100.0 74.5 25.3 100.0 61.3 37.5

 平成５年 100.0 73.8 25.6 100.0 59.8 38.5

　　 10年 100.0 72.4 26.9 100.0 60.3 38.1

　　 15年 100.0 70.7 28.0 100.0 61.2 36.6

　　 20年 100.0 70.0 28.5 100.0 61.1 35.8

　　 25年 100.0 69.8 28.5 100.0 61.7 35.5

　　 30年 100.0 68.8 29.0 100.0 61.2 35.6

鳥取県 全国
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  住宅の種類別割合の推移をみると、50 年前の昭和 43 年には、｢専用住宅｣が 72.8％、｢農林漁業

併用住宅｣が 16.8％、｢店舗その他の併用住宅｣が 10.4％となっていたが、昭和 43年以降、「専用住

宅」の割合は上昇を続け、｢店舗その他の併用住宅｣（農林漁業併用住宅を含む。）の占める割合は低

下を続け、平成 30年では 2.3％となっている。（図２－１、付表２－１） 

 
 
 

（２）住宅の建て方 

共同住宅の住宅数は３０年間で約３倍 

 住宅の状況を建て方別にみると、一戸建が 152,800 戸で、住宅全体の 70.9％を占めており、長屋

建が 7,400 戸で 3.4％、共同住宅が 54,700 戸で 25.4％となっている。前回と比べると、一戸建は

1,300 戸減少し、割合は 1.4 ポイント低下、長屋建は 800 戸減少し、割合は 0.4 ポイント低下、共

同住宅は 4,400 戸増加し、割合は 1.8 ポイント上昇した。 

  建て方別住宅数及び割合の推移をみると、昭和 63 年以降、一戸建ての住宅数は増加を続けてい

たものの、平成 30年に初めて減少に転じ、割合においては減少傾向にある。一方、共同住宅の住宅

数は、一貫して増加し、平成 30 年までの 30年間で約３倍となった。割合は増加傾向にあり、住宅

全体に占める割合は高くなっている。（図２－２、図２－３、付表２－２） 

 

図２－１ 住宅の種類別割合（Ｓ43年、Ｈ30年）
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※平成 30 年の「店舗その他の併用住宅」は、「農林漁業併用住宅」を含む。 
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（３）住宅の構造 

木造の割合は徐々に低下し、非木造の割合は 26.8％と過去最高となった。 

   住宅の構造を建て方別にみると、一戸建では木造（防火木造を含む。以下同じ。）が 146,700 戸

（木造 99,000 戸、(64.8％)、防火木造 47,700 戸、(31.2％)）で、一戸建全体の９割以上を占めて

いる。長屋建でも木造が 5,100 戸（木造 3,100 戸、(41.9％)、防火木造 2,000 戸、(27.0％)）で、

長屋建全体の約７割を占めている。これに対し、共同住宅では非木造が 48,900 戸（89.4％）で、共

同住宅全体の約９割を占めている。（図２－４、図２－５、付表２－３、付表２－４） 

 
  住宅全体の構造別の割合の推移をみると、木造は、昭和 43年の 95.6％（木造 89.5％、防火木造

6.1％）から平成 15 年の 76.6％（木造 57.9％、防火木造 18.7％）まで一貫して低下しており、平

成 20 年には 77.5％（木造 54.5％、防火木造 23.0％）とわずかに上昇したが、平成 25 年は再び低

下へ転じ、平成 30年は 73.2％（木造 48.1％、防火木造 25.1％）となった。 

  一方、非木造の割合は、昭和 43年の 4.4％から平成 15年の 23.4％まで上昇しており、平成 20年

はわずかに低下したが、平成 25 年は再び上昇へ転じ、平成 30年には 26.8％となり、過去最高とな

った。 
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（４）建築の時期 

昭和 56 年以降に建てられた住宅が６割以上 

  住宅数を建築の時期別にみると、昭和 56 年～平成２年に建築された住宅数は 35,500 戸と最も多

く、住宅全体に占める割合が 16.5％となっている。次いで昭和 46年～55年が 34,400戸(同 16.0％)

であった。また、昭和 25 年以前に建築された住宅数は 12,900 戸で住宅全体に占める割合が 6.0％

となっている。新耐震基準が導入された昭和 56年以降に建築された住宅数は 133,300 戸（61.8％）

で、住宅全体に占める割合は 5.7 ポイント上昇し、６割以上を占めている。 

（図２－６、図２－７、付表２－５、付表２－６） 
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※新耐震基準とは、昭和 56 年 6 月 1 日の建築基準法の改正により、地震に対する建築物の耐久構造の基準を震度

５から震度６に強化した。 
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   住宅の建築の時期別にみた建て方別割合をみると､昭和 45 年以前に建築された住宅では､一戸建

が９割以上を占め、大半が一戸建てだったが、直近（H26～30 年 9 月）の一戸建ては約 2/3 となっ

ている。 

 

 

３ 住宅の規模 

共同住宅の延べ面積は増加が続く 

  専用住宅について、１住宅当たりの規模をみると、居住室数は 5.47 室、畳数は 38.27 畳、延べ面

積(居住室のほか玄関、トイレ、台所などを含めた住宅の床面積の合計)は 120.12 ㎡で、１人当たり

居住室の畳数は 15.10 畳、１室当たり人員は 0.46 人となっている。前回と比べると、居住室数は

0.33 室の減少、畳数は 0.67 畳の減少、延べ面積は 4.60 ㎡の減少、１人当たり居住室の畳数は 0.51

畳の増加、１室当たり人員は増減なしとなっている。全国と比べると、居住室数は 1.07 室、畳数は

5.53 畳、延べ面積は 28.06 ㎡、１人当たり居住室の畳数は 1.04 畳上回り、１室当たり人員は 0.07

人少なくなっている。 

  専用住宅について、１住宅当たり延べ面積を建て方別にみると、一戸建ては平成 15 年までは増

加が続いていたが以降は増加と減少を繰り返し、平成 30 年は 149.54 ㎡で、前回と比べ 4.68 ㎡減

となっている。一方で、共同住宅は一貫して増加が続いており、平成 30 年は 46.58 ㎡となってい

る。また、１室当たり居住室の畳数について、一戸建て、共同住宅ともに増加傾向が続いており、

平成 5年から平成 30 年までの 25 年間で、一戸建ては 4.15 畳、共同住宅は 1.34 畳の増となってい

る。 

   専用住宅の規模を住宅の所有の関係別にみると、持ち家では１住宅当たり居住室数が 6.65 室、

畳数が 46.77 畳、延べ面積が 150.27 ㎡となっているのに対し、借家ではそれぞれ 2.74 室、18.55

畳、50.16 ㎡と、いずれも持ち家の半分以下となっている。（図３、付表３－１、付表３－２） 
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４ 住宅の設備 

（１）省エネルギー設備等 

太陽光を利用した発電機器及び二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の割合が上昇 

  省エネルギー設備等のある住宅をみると、「太陽熱を利用した温水機器等」がある住宅は 18,200

戸で、住宅全体の 8.4％で、「太陽光を利用した発電機器」がある住宅は 9,800 戸で 4.5％、「二重サ

ッシまたは複層ガラスの窓」がすべての窓にある住宅は 24,800 戸で 11.5％、一部の窓にある住宅

は 39,400 戸で 18.3％となっている。 

 前回と比べると、「太陽熱を利用した温水機器等」がある住宅の割合は 2.6 ポイント低下したも

のの、「太陽光を利用した発電機器」がある住宅は 0.9 ポイント上昇、「二重サッシまたは複層ガラ

スの窓」がすべての窓にある住宅は 2.6 ポイント上昇、「二重サッシまたは複層ガラスの窓」が一部

の窓にある住宅は 3.7 ポイント上昇となっている。（図４－１、付表４－１） 
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（２）高齢者等のための設備がある住宅 

半数以上の住宅に高齢者等のための設備があり、６割以上が手すりを設置 

   高齢者等のための設備がある住宅は 118,600 戸で、全体の 55.0％となっており、半数以上の住宅

に設置されている。前回と比べると、2,100 戸増加し、割合は 0.3 ポイント上昇している。内訳を

みると「手すりがある」住宅が 48.1％と最も高く、次いで「段差のない屋内」が 19.6％、「またぎ

やすい高さの浴槽」が 18.5％となっている。 

高齢者等のための設備がある住宅の割合を建築の時期別にみると、「手すりがある」住宅は平成

28 年～30年 9月が 60.8％と最も高く、新耐震基準が導入された昭和 56 年以降は右肩上がりに上昇

している。（図４－２、図４－３、付表４－２、付表４－３） 
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５ 家計を主に支える者の通勤時間 

  通勤時間３０分未満が 78.3％と全国を 25.6 ポイント上回っている。 

家計を主に支える者の世帯を通勤時間別にみると、「自宅・住み込み」は1,700世帯で全体の1.8％、

「15分未満」が 34,800 世帯で 36.2％、「15 分～30分未満」が 38,800 世帯で 40.3％となっており、

通勤時間が 30 分未満の世帯が全体の 78.3％となっている。通勤時間が 30 分未満の世帯は前回

（80.0％）から 1.7 ポイント減少したものの、全国（52.7％）を 25.6 ポイント上回っている。一

方、30 分以上の通勤時間をみると、通勤時間が 1時間以上は 2,800 世帯で 2.9％となっており、全

国（15.0％）を 12.1 ポイント下回っている。 
住宅の所有の関係別にみると、持ち家は「30 分未満」が 76.2％、「1時間以上」が 3.7％になって

いるのに対し、借家では「30分未満」が 82.7％、「1時間以上」が 1.9％となっている。 
（図５－１、図５－２、図５－３、付表５－１、付表５－２） 
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６ 子がいる世帯の状況 

  高齢者単身世帯の 44.4％、高齢者夫婦世帯の 50.0％が片道１時間未満の場所に子が住んでいる。 

  家計を主に支えている者の世帯のうち、子（夫婦の子、既婚の子および子の配偶者を含む）が住

んでいる場所を割合でみると、「一緒に住んでいる」が 42.0％と最も高く、次いで「片道 1 時間以

上」が 10.2％、「片道 15分以上 1 時間未満」が 7.4％となっている。前回と比べると、「一緒に住ん

でいる」は 2.1 ポイント低下した。全国と比べると、「一緒に住んでいる」は 4.1 ポイント上回って

いる。 

世帯主が 65 歳以上の単身世帯でみると、「片道 15 分以上 1 時間未満」が 20.8％と最も高く、次

いで「片道 1時間以上」が 19.6％となっており、「一緒に住んでいる」は 3.6％となっている。前回

と比べると、「片道 15 分以上 1 時間未満」は 1.5 ポイント、「片道 1 時間以上」は 2.7 ポイント低

下し、「一緒に住んでいる」は 0.9 ポイント上昇した。全国と比べると、「片道 15 分以上 1 時間未

満」は 3.9 ポイント、「片道 1時間以上」は 3.1 ポイント、「一緒に住んでいる」は 0.5 ポイント上

回っている。 

また、65歳以上の夫婦世帯でみると、「片道 1時間以上」が 26.9％と最も高く、次いで「片道 15

分以上 1 時間未満」が 22.3％となっており、「一緒に住んでいる」は 5.4％となっている。前回と比

べると、「片道 1時間以上」は 0.9 ポイント、「片道 15 分以上 1時間未満」は 3.4 ポイント低下し、

「一緒に住んでいる」は 1.5 ポイント上昇した。全国と比べると、「片道 1 時間以上」は 2.8 ポイ

ント、「一緒に住んでいる」は 1.0 ポイント上回っており、「片道 15 分以上 1 時間未満」は 2.3 ポ

イント下回っている。（図６－１、図６－２、図６－３、付表６） 
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22.3

25.7

10.2

22.3

27.8

17.2

20.5

10.0

13.4

14.7

6.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

普通世帯総数

65歳以上の単身世帯

65歳以上の夫婦世帯

図６－３ 別世帯の子が住んでいる場所別世帯数（H25鳥取県）
一緒に住んでいる

徒歩５分程度の場所に

住んでいる

片道１５分未満の場所

に住んでいる

片道１時間未満の場

所に住んでいる

片道１時間以上の場

所に住んでいる

子はいない

不詳

（％） 

（％） 

（％） 

15.4 

 

12.8 

10.0 
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７ 居住密度 

１人当たり居住室の畳数は 15.14 畳に増加 

 住宅に居住する世帯１人当たり居住室の畳数は、昭和 63 年の 10.70 畳から一貫して増加し、平

成 30年では 15.14 畳となっている。この結果、昭和 63年から平成 30年までの 30 年間に１人当た

り居住室の畳数は 1.41 倍に増加したことになり、世帯の居住密度は低下している。 

 １人当たり居住室の畳数を住宅の所有の関係別にみると、持ち家が 16.48 畳、借家が 10.31 畳と

なっており、持ち家が借家を上回っている。（図７、付表７） 

 

 
 

８ 高齢者のいる世帯の状況 

  高齢者のいる世帯に占める持ち家の割合は 89.7％で、主世帯総数に占める持ち家を 

20.9 ポイント上回っている。 

   65 歳以上の世帯員（以下「高齢者」という。）のいる主世帯 106,600 世帯について、住宅の所有

の関係別にみると、持ち家が 95,600 世帯（高齢者のいる世帯に占める持ち家の割合 89.7％）、借家

が 10,900 世帯（同 10.2％）となっており、主世帯総数に占める持ち家の割合（68.8％）に比べ、

高齢者のいる世帯に占める持ち家の割合が 20.9 ポイント高くなっている。 
   高齢者のいる世帯について「高齢単身世帯」25,000 世帯をみると、持ち家が 18,700 世帯（高齢

単身世帯に占める割合 74.8％）、借家が 6,200 世帯（同 24.8％）となっており、前回と比べ、持ち

家が 1,300 世帯（7.5％）増、借家が 1,300 世帯（26.5％）増となっている。また、「高齢単身世帯」

の借家の割合について、昭和 63 年以降の推移をみると、平成 20 年までは低下傾向が続いていたも

のの、平成 25 年以降は上昇傾向となっており、平成 30年では前回と比べ 2.9 ポイントの上昇とな

っている。（図８、付表８） 
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11.59
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13.22

14.00
14.65

15.1411.54
12.42
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14.30

15.29 16.08
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7.00
7.86

8.86 9.02
9.35 9.58 10.31

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

Ｓ63年 Ｈ５年 10年 15年 20年 25年 30年

（畳）

図７ １人当たり居住室の畳数の推移

（昭和63年～平成30年）

住宅総数 持ち家 借家
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９ 持ち家の購入・新築・建て替え等 

  持ち家の取得方法は「新築（建て替えを除く）」が最も多い。 

   持ち家について、住宅の購入・新築・建て替え等（以下「取得方法」という。）別にみると、

「新築（建て替えを除く）」が 53,100 戸（持ち家総数に占める割合 35.8％）と最も多く、次いで

「建て替え」が 29,400 戸（同 19.8％）、「相続・贈与」が 29,300 戸（同 19.7％）などとなってい

る。また、「中古住宅を購入」は 14,100 戸（同 9.5％）となっており、そのうち「リフォーム前の

住宅」は 9,900 戸（同 6.7％）、「リフォーム後の住宅」は 4,200 戸（同 2.8％）となっている。 

住宅の建築の時期別に取得方法の割合をみると、「昭和 45 年以前」に建築された住宅では、「相

続・贈与」が 49.0％と最も高く、次いで「新築（建て替えを除く）」が 15.6％、「その他」が

14.2％となっている。一方で、「平成 28年～平成 30 年 9 月」に建築された住宅では、「新築（建

て替えを除く）」が 61.2％と最も高く、次いで「建て替え」が 16.3％、「新築の住宅を購入」が

12.2％などとなっている。（表２） 

     

 

 

5,500 
8,000 

10,300 
12,100 

15,100 
17,400 18,700 

2,000 
2,900 2,600 3,200 3,700 4,900 

6,200 

26.7 26.6 

20.0 20.8 19.7 
21.9 

24.8 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

Ｓ63年 H５年 10年 15年 20年 25年 30年

（％）
（千世帯）

図８ 住宅の所有の関係別高齢単身主世帯数

及び借家の割合の推移

持ち家 借家 借家の割合

総数 Ｓ45年以前
Ｓ46年
～55年

Ｓ56年
～Ｈ2年

Ｈ3年
～12年

Ｈ13年
～22年

Ｈ23年
～27年

Ｈ28年
～30年９月

実数（戸）

　総数 148,400 28,800 28,300 26,100 25,200 26,600 3,000 4,900

　　新築の住宅を購入 11,500 500 1,400 1,800 2,800 3,900 200 600

　　　都市再生機構（UR）･公社など 1,000 0 300 400 200 100 0 0

　　　民間 10,600 500 1,100 1,400 2,600 3,700 200 600

　　中古住宅を購入 14,100 2,300 3,300 2,800 2,600 2,200 200 100

　　　リフォーム前の住宅 9,900 1,700 2,500 2,100 1,800 1,400 0 0

　　　リフォーム後の住宅 4,200 600 800 700 800 700 0 100

　　新築（建て替えを除く） 53,100 4,500 7,900 10,100 11,100 13,300 1,800 3,000

　　建て替え 29,400 3,300 5,500 5,900 6,400 5,500 700 800

　　相続・贈与 29,300 14,100 7,400 3,700 1,500 1,100 100 100

　　その他 11,100 4,100 2,700 1,900 1,000 700 0 200

割合（%）

　総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　新築の住宅を購入 7.7 1.7 4.9 6.9 11.1 14.7 6.7 12.2

　　　都市再生機構（UR）･公社など 0.7 0.0 1.1 1.5 0.8 0.4 0.0 0.0

　　　民間 7.1 1.7 3.9 5.4 10.3 13.9 6.7 12.2

　　中古住宅を購入 9.5 8.0 11.7 10.7 10.3 8.3 6.7 2.0

　　　リフォーム前の住宅 6.7 5.9 8.8 8.0 7.1 5.3 0.0 0.0

　　　リフォーム後の住宅 2.8 2.1 2.8 2.7 3.2 2.6 0.0 2.0

　　新築（建て替えを除く） 35.8 15.6 27.9 38.7 44.0 50.0 60.0 61.2

　　建て替え 19.8 11.5 19.4 22.6 25.4 20.7 23.3 16.3

　　相続・贈与 19.7 49.0 26.1 14.2 6.0 4.1 3.3 2.0

　　その他 7.5 14.2 9.5 7.3 4.0 2.6 0.0 4.1

建築の時期

表２　建築の時期、住宅の購入・新築・建て替え等別持ち家数－Ｈ30年

 
 

（注）「中古住宅を購入」のうち「リフォーム後の住宅」とは、引渡し前１年以内にリフォームがされた住宅をいう。 
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10 借家の家賃・間代 

  店舗その他の併用住宅の家賃・間代は１か月当たり 27.6％減少 

   借家の１か月当たり家賃・間代は 40,176 円となっており、前回と比べると、523 円減少し、増

減率は 1.3％減となっている。これを住宅の種類別にみると、「専用住宅」が 40,275 円、「店舗そ

の他の併用住宅」が 27,643 円となっており、前回と比べると、「専用住宅」は 443 円減少し、増

減率は 1.1％減、「店舗その他の併用住宅」は 10,560 円減少し、増減率は 27.6％減となってい

る。 
   専用住宅における１畳当たり家賃・間代は 2,171 円となっており、前回と比べ、0.2％増となっ

ている。これを住宅の所有の関係別にみると、「民営借家（非木造）」が 2,936 円と最も高く、次

いで、「民営借家（木造）」が 1,851 円、「給与住宅」が 1,246 円などとなっている。 

（図９、表３、付表９） 

 

 

 

 

 

 

 

33,762 31,103 
35,590 

39,832 40,040 40,699 40,176 

33,214 31,133 35,290 39,898 40,043 40,718 40,275 

47,727 

30,392 

49,988 

35,178 
39,651 38,203 

27,643 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

S63年 H５年 10年 15年 20年 25年 30年

（円） 図９ 住宅の種類別１か月当たりの家賃・間代の推移

借家総数 専用住宅 店舗その他の併用住宅

平成30年 平成25年 増減率 平成30年 平成25年 増減率

借家総数 40,176 40,699 -1.3 2,155 2,156 -0.0

専用住宅 40,275 40,718 -1.1 2,171 2,166 0.2

公営の借家 18,859 19,065 -1.1 914 909 0.6

都市再生機構（UR）・公社の借家 - 28,940 - - 1,880 -

民営借家（木造） 44,547 44,639 -0.2 1,851 1,932 -4.2

民営借家（非木造） 45,832 46,397 -1.2 2,936 2,944 -0.3

給与住宅 24,487 28,862 -15.2 1,246 1,159 7.5

店舗その他の併用住宅 27,643 38,203 -27.6 942 1,325 -28.9

１か月当たり家賃・間代（円） １畳当たり家賃・間代（円）

表３ 住宅の種類、住宅の所有の関係別１か月家賃・間代及び１畳当たり家賃・間代

 - 15 -



11 現住居以外の住宅の所有状況 

  現住居以外の住宅を所有している世帯のうち、居住世帯のある住宅は親族居住用が 60.8％と 

  最も高い。 

   普通世帯のうち、現住居以外の住宅を所有している世帯は 24,400 世帯（普通世帯数に占める割

合 11.3％）となっている。このうち、居住世帯のある住宅を所有している世帯は 18,900 世帯（同

8.7％）、居住世帯のない住宅（空き家）を所有している世帯は 7,700 世帯（同 3.6％）となってい

る。現住居以外の住宅を所有している世帯の割合を全国と比べると、1.8 ポイント上回っており、

このうち、居住世帯のある住宅を所有している世帯は 0.9 ポイント、居住世帯のない住宅（空き家）

を所有している世帯は 1.0 ポイント上回っている。 

      現住居以外の住宅を所有している世帯について、現住居以外に所有する住宅の主な用途の割合を

居住世帯の有無別にみると、居住世帯のある住宅は、「親族居住用」が 60.8％と最も高く、次いで

「貸家用」が 23.3%、「その他」が 18.0％などとなっている。また、居住世帯のない住宅は、転勤な

どで長期不在の住宅などの「その他（※）」が 63.6%と最も高く、次いで「二次的住宅・別荘」が

20.8％、「貸家用」が 10.4％となっている。（表４、図１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県 総数1)
親族居

住用
賃家用 売却用 その他 総数1)

二次的住

宅・別荘
賃家用 売却用 その他

実数（世帯） 216,600 24,400 18,900 11,500 4,400 200 3,400 7,700 1,600 800 500 4,900

割 合 － １ （ ％ ） 100.0 11.3 8.7 5.3 2.0 0.1 1.6 3.6 0.7 0.4 0.2 2.3

割 合 － ２ （ ％ ） - - 100.0 60.8 23.3 1.1 18.0 100.0 20.8 10.4 6.5 63.6

全国

実数（世帯） 53,788,000 5,110,000 4,182,700 2,473,400 1,226,300 61,300 580,800 1,381,600 380,000 192,300 117,000 730,000

割 合 － ３ （ ％ ） 100.0 9.5 7.8 4.6 2.3 0.1 1.1 2.6 0.7 0.4 0.2 1.4

割 合 － ４ （ ％ ） - - 100.0 59.1 29.3 1.5 13.9 100.0 27.5 13.9 8.5 52.8
1) 複数の住宅を保有する場合、それぞれの住宅の主な用途について世帯を計上しているため、内訳は総数に一致しない。

2) 現住居以外に所有する住宅の主な用途「不詳」を含む。

 ○割合－１は、普通世帯総数に占める居住世帯の有無及び主な用途別の割合

 ○割合－２は、居住世帯のある住宅を所有している世帯総数、居住世帯のない住宅数を所有している世帯総数それぞれに占める主な用途別の割合

表４　現住居以外に所有する住宅の主な用途別普通世帯数―鳥取県、全国（平成30年）

総数 総数
1)2)

居住世帯のある住宅 居住世帯のない住宅（空き家）

うち現住居以外の住宅を所有している世帯

普通世帯数

20.8

10.4

6.5

63.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

二次的

住宅・別荘

賃家用

売却用

その他

（％）

居住世帯のない住宅（空き家）

図１０ 現住居以外に所有する住宅の主な用途別普通世帯数（Ｈ30年）

60.8

23.3

1.1

18.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

親族居

住用

賃家用

売却用

その他

（％）

居住世帯のある住宅

 

※居住世帯のない住宅（空き家）の「その他」とは、転勤・入院などのため長期にわたって不在の住宅などをいう。 

- 16 -



    家計を主に支える者の年齢階級が高いほど、現住居以外の住宅を所有している世帯の割合が 

  高い傾向 

現住居以外の住宅を所有している世帯について、家計を支える者の年齢階級別にみると、「65 歳

以上」が 12,400 世帯と最も多く、次いで「55～64 歳」が 6,200 世帯、「45～54 歳」が 3,600 世帯な

どどなっている。また、年齢階級別に普通世帯に占める現住居以外の住宅を所有している世帯の割

合をみると、年齢階級が高くなるほど、その割合は高くなる傾向となっており、「45～54 歳」から

「65歳以上」までの区分で、いずれも 10％以上となっている。（表５） 

 

  

総数1)
親族居

住用
賃家用 売却用 その他 総数1)

二次的住

宅・別荘
賃家用 売却用 その他

実数（世帯）

総数 216,600 24,400 18,900 11,500 4,400 200 3,400 7,700 1,600 800 500 4,900

25歳未満 6,200 200 100 100 - - - 0 - - - 0

25～34歳 12,900 300 300 300 0 - 0 100 - 0 - 0

35～44歳 24,700 1,500 1,300 900 300 0 200 300 0 - 100 200

45～54歳 32,200 3,600 2,700 2,000 400 0 300 1,200 200 200 100 700

55～64歳 39,400 6,200 4,800 3,300 1,000 0 700 2,000 600 300 100 1,200

65歳以上 83,100 12400 9,500 4,900 2,700 200 2,100 4,100 800 400 300 2,700

割合（％）

総数 100.0 11.3 8.7 5.3 2.0 0.1 1.6 3.6 0.7 0.4 0.2 2.3

25歳未満 100.0 3.2 1.6 1.6 - - - 0.0 - - - 0.0

25～34歳 100.0 2.3 2.3 2.3 0.0 - 0.0 0.8 - 0.0 - 0.0

35～44歳 100.0 6.1 5.3 3.6 1.2 0.0 0.8 1.2 0.0 - 0.4 0.8

45～54歳 100.0 11.2 8.4 6.2 1.2 0.0 0.9 3.7 0.6 0.6 0.3 2.2

55～64歳 100.0 15.7 12.2 8.4 2.5 0.0 1.8 5.1 1.5 0.8 0.3 3.0

65歳以上 100.0 14.9 11.4 5.9 3.2 0.2 2.5 4.9 1.0 0.5 0.4 3.2

1) 複数の住宅を所有する場合、それぞれの住宅の主な用途について世帯を計上しているため、内訳は総数に一致しない。

2) 現住居以外に所有する住宅の主な用途「不詳」を含む

表５　家計を主に支える者の年齢階級、現住居以外に所有する住宅の主な用途別普通世帯数（Ｈ30年）

普通世帯数

総数

うち現住居以外の住宅を所有している世帯

総数
1)2)

居住世帯のある住宅 居住世帯のない住宅（空き家）
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＜参考＞ 

 

平成３０年住宅・土地統計調査における住宅の区分―鳥取県、全国

※（　）は全国数値

≪住　宅≫

住宅 居住世帯のある住宅

居住世帯のない住宅 空き家（二次的住宅、賃貸用、売却用など）

一時現在者のみの住宅

建築中の住宅

256,600戸

41,000戸

215,600戸

39,900戸

700戸

500戸

（62,407,400戸） （53,616,300戸）

（8,488,600戸）

（216,700戸）

（85,800戸）

（8,791,100戸）
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付表１－１　総住宅数及び総世帯数(昭和33年～平成30年)

年次 総住宅数 総世帯数 １世帯当たり

    (戸)  (注) (世帯) 住宅数(戸)　

実数

昭和33年 117,000 121,800 0.96

　　38年 123,000 126,000 0.98

　　43年 135,940 133,860 1.02

　　48年 151,400 144,600 1.05

　　53年 165,300 155,200 1.07

　　58年 180,200 164,000 1.10

　　63年 189,800 169,400 1.12

平成５年 201,200 179,900 1.12

　　10年 214,800 191,800 1.12

　　15年 231,300 200,600 1.15

　　20年 247,200 209,100 1.18

　　25年 250,100 214,200 1.17

　　30年 256,600 217,500 1.18

増減数

昭和33年～　　38年 6,000 4,200 - 

　　38年～　　43年 12,940 7,860 - 

　　43年～　　48年 15,460 10,740 - 

　　48年～　　53年 13,900 10,600 - 

　　53年～　　58年 14,900 8,800 - 

　　58年～　　63年 9,600 5,400 - 

　　63年～平成５年 11,400 10,500 - 

　　５年～　　10年 13,600 11,900 - 

　　10年～　　15年 16,500 8,800 - 

　　15年～　　20年 15,900 8,500 - 

　　20年～　　25年 2,900 5,100 - 

　　25年～　　30年 6,500 3,300 - 

増減率(％)

昭和33年～　　38年 5.1 3.4 - 

　　38年～　　43年 10.5 6.2 - 

　　43年～　　48年 11.4 8.0 - 

　　48年～　　53年 9.2 7.3 - 

　　53年～　　58年 9.0 5.7 - 

　　58年～　　63年 5.3 3.3 - 

　　63年～平成５年 6.0 6.2 - 

　　５年～　　10年 6.8 6.6 - 

　　10年～　　15年 7.7 4.6 - 

　　15年～　　20年 6.9 4.2 - 

　　20年～　　25年 1.2 2.4 - 

　　25年～　　30年 2.6 1.5 - 

　（注)　｢居住世帯なし｣の住宅を含む。
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付表１－２　居住世帯の有無別住宅数(昭和33年～平成30年)

年次 総住宅数 居住世帯あり 居住世帯なし

(戸) (戸) (戸) 一時現在者のみ 空き家 建築中

(戸) (戸) (戸)

実数

昭和33年 117,000 114,000 2,200 410 1,500 330

　　38年 123,000 120,000 2,600 290 1,900 450

　　43年 135,940 129,870 6,060 1,090 4,080 890

　　48年 151,400 142,100 9,300 1,400 6,300 1,600

　　53年 165,300 153,800 11,500 1,200 9,300 500

　　58年 180,200 163,200 17,000 1,500 14,600 900

　　63年 189,800 168,900 20,800 1,400 18,500 900

平成５年 201,200 179,600 21,600 800 19,500 1,200

　　10年 214,800 190,000 24,800 1,000 23,100 600

　　15年 231,300 199,900 31,400 900 30,000 600

　　20年 247,200 208,600 38,600 500 38,000 100

　　25年 250,100 213,100 37,000 800 35,900 300

　　30年 256,600 215,600 41,000 700 39,900 500

増減数

昭和33年～　　38年 6,000 6,000 400 △ 120 400 120

　　38年～　　43年 12,940 9,870 3,460 800 2,180 440

　　43年～　　48年 15,460 12,230 3,240 310 2,220 710

　　48年～　　53年 13,900 11,700 2,200 △ 200 3,000 △ 1,100

　　53年～　　58年 14,900 9,400 5,500 300 5,300 400

　　58年～　　63年 9,600 5,700 3,800 △ 100 3,900 0

　　63年～平成５年 11,400 10,700 800 △ 600 1,000 300

　　５年～　　10年 13,600 10,400 3,200 200 3,600 △ 600

　　10年～　　15年 16,500 9,900 6,600 △ 100 6,900 0

　　15年～　　20年 15,900 8,700 7,200 △ 400 8,000 △ 500

　　20年～　　25年 2,900 4,500 △ 1,600 300 △ 2,100 200

　　25年～　　30年 6,500 2,500 4,000 △ 100 4,000 200

増減率(％)

昭和33年～　　38年 5.1 5.3 18.2 △ 29.3 26.7 36.4

　　38年～　　43年 10.5 8.2 133.1 275.9 114.7 97.8

　　43年～　　48年 11.4 9.4 53.5 28.4 54.4 79.8

　　48年～　　53年 9.2 8.2 23.7 △ 14.3 47.6 △ 68.8

　　53年～　　58年 9.0 6.1 47.8 25.0 57.0 80.0

　　58年～　　63年 5.3 3.5 22.4 △ 6.7 26.7 0.0

　　63年～平成５年 6.0 6.3 3.8 △ 42.9 5.4 33.3

　　５年～　　10年 6.8 5.8 14.8 25.0 18.5 △ 50.0

　　10年～　　15年 7.7 5.2 26.6 △ 10.0 29.9 0.0

　　15年～　　20年 6.9 4.4 22.9 △ 44.4 26.7 △ 83.3

　　20年～　　25年 1.2 2.2 △ 4.1 60.0 △ 5.5 200.0

　　25年～　　30年 2.6 1.2 10.8 △ 12.5 11.1 66.7

（注)　△は、マイナス数値を示す。以下、全表同じ。
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付表１－３　総住宅数及び空き家率(昭和33年～平成30年)

年次 総住宅数 空き家数 空き家率 総住宅数 空き家数 空き家率

    (戸)  (注) （戸） （％）     (戸)  (注) （戸） （％）

実数

昭和33年 117,000 1,500 1.3 17,934,000 360,000 2.0

　　38年 123,000 1,900 1.5 21,090,000 522,000 2.5

　　43年 135,940 4,080 3.0 25,591,200 1,034,200 4.0

　　48年 151,400 6,300 4.2 31,058,900 1,720,300 5.5

　　53年 165,300 9,300 5.6 35,450,500 2,679,200 7.6

　　58年 180,200 14,600 8.1 38,606,800 3,301,800 8.6

　　63年 189,800 18,500 9.7 42,007,300 3,940,400 9.4

平成５年 201,200 19,500 9.7 45,878,800 4,475,800 9.8

　　10年 214,800 23,100 10.8 50,246,000 5,764,100 11.5

　　15年 231,300 30,000 13.0 53,890,900 6,593,300 12.2

　　20年 247,200 38,000 15.4 57,586,000 7,567,900 13.1

　　25年 250,100 35,900 14.4 60,628,600 8,195,600 13.5

　　30年 256,600 39,900 15.5 62,407,400 8,488,600 13.6

鳥取県 全国
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付表１－４　空き家の種類、建て方(平成30年、平成25年)

種類 総数 二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅

建て方

住宅数（戸）

　住宅総数 39,900 1,400 14,900 800 22,800

　　一戸建 21,700 1,000 1,000 700 19,100

　　長屋建 2,900 0 2,200 100 600

　　共同住宅 15,100 400 11,600 100 2,900

　　その他 100 0 100 - 100

割合（％）

　住宅総数 100.0 3.5 37.3 2.0 57.1

　　一戸建 100.0 4.6 4.6 3.2 88.0

　　長屋建 100.0 0.0 75.9 3.4 20.7

　　共同住宅 100.0 2.6 76.8 0.7 19.2

　　その他 100.0 0.0 100.0 - 100.0

住宅数（戸）

　住宅総数 35,900 1,500 13,200 500 20,700

　　一戸建 19,700 1,000 1,200 300 17,100

　　長屋建 2,300 0 1,500 700

　　共同住宅 13,900 400 10,500 200 2,800

　　その他 100 0 0 0 100

割合（％）

　住宅総数 100.0 4.2 36.8 1.4 57.7

　　一戸建 100.0 5.1 6.1 1.5 86.8

　　長屋建 100.0 0.0 65.2 0.0 30.4

　　共同住宅 100.0 2.9 75.5 1.4 20.1

　　その他 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

平
成
3
0
年

平
成
2
5
年
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付表１－５　住宅の所有の関係別住宅数(昭和43年～平成30年)

年次 総数 持ち家

注１） 公営の借家 都市再生機構 民営借家 給与住宅
・公社の借家　注２）

住宅数(戸)

昭和43年 129,870 100,210 29,660 18,910 6,020

　　48年 142,100 107,200 35,000 20,900 6,500

　　53年 153,800 116,900 36,700 8,600 1,000 21,000 6,000

　　58年 163,200 124,600 38,400 9,300 800 23,100 5,200

　　63年 168,900 125,900 42,800 8,100 1,000 28,900 4,800

平成５年 179,600 132,600 45,900 9,500 900 30,200 5,300

　　10年 190,000 137,500 51,200 10,400 800 33,700 6,200

　　15年 199,900 141,400 55,900 8,800 1,400 41,800 3,900

　　20年 208,600 146,000 59,400 10,200 1,100 42,900 5,100

　　25年 213,100 148,700 60,800 9,400 400 48,200 2,800

　　30年 215,600 148,400 62,600 8,700 － 49,900 3,900

割合(％)

昭和43年 100.0 77.2 22.8 11.4 4.6

　　48年 100.0 75.4 24.6 12.9 4.6

　　53年 100.0 76.0 23.9 5.6 0.7 12.5 3.9

　　58年 100.0 76.3 23.5 5.7 0.5 12.4 3.2

　　63年 100.0 74.5 25.3 4.8 0.6 15.0 2.8

平成５年 100.0 73.8 25.6 5.3 0.5 16.8 3.0

　　10年 100.0 72.4 26.9 5.5 0.4 17.7 3.3

　　15年 100.0 70.7 28.0 4.4 0.7 20.9 2.0

　　20年 100.0 70.0 28.5 4.9 0.5 20.6 2.4

　　25年 100.0 69.8 28.5 4.4 0.2 22.6 1.3

　　30年 100.0 68.8 29.0 4.0 － 23.1 1.8

増減数(戸)

昭和43年～　　48年 12,230 6,990 5,340 1,990 480

　　48年～　　53年 11,700 9,700 1,700 100 △ 500

　　53年～　　58年 9,400 7,700 1,700 700 △ 200 2,100 △ 800

　　58年～　　63年 5,700 1,300 4,400 △ 1,200 200 5,800 △ 400

　　63年～平成５年 10,700 6,700 3,100 1,400 △ 100 1,300 500

　　５年～　　10年 10,400 4,900 5,300 900 △ 100 3,500 900

　　10年～　　15年 9,900 3,900 4,700 △ 1,600 600 8,100 △ 2,300

　　15年～　　20年 8,700 4,600 3,500 1,400 △ 300 1,100 1,200

　　20年～　　25年 4,500 2,700 1,400 △ 800 △ 700 5,300 △ 2,300

　　25年～　　30年 2,500 △ 300 1,800 △ 700 △ 400 1,700 1,100

増減率(％)

昭和43年～　　48年 9.4 7.0 18.0 10.5 8.0

　　48年～　　53年 8.2 9.0 4.9 0.5 △ 7.7

　　53年～　　58年 6.1 6.6 4.6 8.1 △ 20.0 10.0 △ 13.3

　　58年～　　63年 3.5 1.0 11.5 △ 12.9 25.0 25.1 △ 7.7

　　63年～平成５年 6.3 5.3 7.2 17.3 △ 10.0 4.5 10.4

　　５年～　　10年 5.8 3.7 11.5 9.5 △ 11.1 11.6 17.0

　　10年～　　15年 5.2 2.8 9.2 △ 15.4 75.0 24.0 △ 37.1

　　15年～　　20年 4.4 3.3 6.3 15.9 △ 21.4 2.6 30.8

　　20年～　　25年 2.2 1.8 2.4 △ 7.8 △ 63.6 12.4 △ 45.1

　　25年～　　30年 1.2 △ 0.2 3.0 △ 7.4 △ 100.0 3.5 39.3

注１）住宅の所有の関係「不詳」を含む。

注２）平成15年までは「公団・公社の借家」として表章。

58.6

28.0

借　　家

4,730

7,500

3.6

5.3

2,770

2,100

－22－
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付表２－１　住宅の種類別住宅数(昭和43年～平成30年)

年次 総数 専用住宅 農林漁業 店舗その他

併用住宅 の併用住宅

住宅数(戸)

昭和43年 129,870 94,520 21,880 13,480

　　48年 142,100 113,100 14,100 14,900

　　53年 153,800 137,500 4,400 11,900

　　58年 163,200 147,800 2,200 13,200

　　63年 168,900 157,900 900 10,100

平成５年 179,600 170,300 300 8,900

　　10年 190,000 181,100 500 8,500

　　15年 199,900 193,600 -           6,300

　　20年 208,600 203,100 -           5,500

　　25年 213,100 208,000 -           5,200

　　30年 215,600 210,700 -           4,900

割合(％)

昭和43年 100.0 72.8 16.8 10.4

　　48年 100.0 79.6 9.9 10.5

　　53年 100.0 89.4 2.9 7.7

　　58年 100.0 90.6 1.3 8.1

　　63年 100.0 93.5 0.5 6.0

平成５年 100.0 94.8 0.2 5.0

　　10年 100.0 95.3 0.3 4.5

　　15年 100.0 96.8 -           3.2

　　20年 100.0 97.4 -           2.6

　　25年 100.0 97.6 -           2.4

　　30年 100.0 97.7 -           2.3

増減数(戸)

昭和43年～　　48年 12,230 18,580 △ 7,780 1,420

　　48年～　　53年 11,700 24,400 △ 9,700 △ 3,000

　　53年～　　58年 9,400 10,300 △ 2,200 1,300

　　58年～　　63年 5,700 10,100 △ 1,300 △ 3,100

　　63年～平成 5年 10,700 12,400 △ 600 △ 1,200

　　 5年～　　10年 10,400 10,800 200 △ 400

　　10年～　　15年 9,900 12,500 △ 500 △ 2,200

　　15年～　　20年 8,700 9,500 -           △ 800

　　20年～　　25年 4,500 4,900 -           △ 300

　　25年～　　30年 2,500 2,700 -           △ 300

増減率(％)

昭和43年～　　48年 9.4 19.7 △ 35.6 10.5

　　48年～　　53年 8.2 21.6 △ 68.8 △ 20.1

　　53年～　　58年 6.1 7.5 △ 50.0 10.9

　　58年～　　63年 3.5 6.8 △ 59.1 △ 23.5

　　63年～平成 5年 6.3 7.9 △ 66.7 △ 11.9

　　 5年～　　10年 5.8 6.3 66.7 △ 4.5

　　10年～　　15年 5.2 6.9 △ 100.0 △ 25.9

　　15年～　　20年 4.4 4.9 -           △ 12.7

　　20年～　　25年 2.2 2.4 -           △ 5.5

　　25年～　　30年 1.2 1.3 -           △ 5.8

（注）平成15年以降の「店舗その他の併用住宅」は「農林漁業併用住宅」を含む。
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付表２－２　住宅の建て方別住宅数(昭和43年～平成30年)

年次 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

住宅数(戸)

昭和43年 129,870 108,690 13,460 7,270 450

　　48年 142,100 117,500 15,500 8,900 300

　　53年 153,800 128,800 14,400 10,200 400

　　58年 163,200 135,800 13,100 13,900 400

　　63年 168,900 137,000 12,800 18,600 600

平成 5年 179,600 143,000 9,800 26,000 700

　　10年 190,000 147,300 9,300 32,700 600

　　15年 199,900 149,400 7,600 42,500 400

　　20年 208,600 153,300 7,200 47,800 300

　　25年 213,100 154,100 8,200 50,300 500

　　30年 215,600 152,800 7,400 54,700 700

割合(％)

昭和43年 100.0 83.7 10.4 5.6 0.3

　　48年 100.0 82.7 10.9 6.3 0.2

　　53年 100.0 83.7 9.4 6.6 0.3

　　58年 100.0 83.2 8.0 8.5 0.2

　　63年 100.0 81.1 7.6 11.0 0.4

平成 5年 100.0 79.6 5.5 14.5 0.4

　　10年 100.0 77.5 4.9 17.2 0.3

　　15年 100.0 74.7 3.8 21.3 0.2

　　20年 100.0 73.5 3.5 22.9 0.1

　　25年 100.0 72.3 3.8 23.6 0.2

　　30年 100.0 70.9 3.4 25.4 0.3

増減数(戸)

昭和43年～　　48年 12,230 8,810 2,040 1,630 △ 150

　　48年～　　53年 11,700 11,300 △ 1,100 1,300 100

　　53年～　　58年 9,400 7,000 △ 1,300 3,700 0

　　58年～　　63年 5,700 1,200 △ 300 4,700 200

　　63年～平成 5年 10,700 6,000 △ 3,000 7,400 100

　　 5年～　　10年 10,400 4,300 △ 500 6,700 △ 100

　　10年～　　15年 9,900 2,100 △ 1,700 9,800 △ 200

　　15年～　　20年 8,700 3,900 △ 400 5,300 △ 100

　　20年～　　25年 4,500 800 1,000 2,500 200

　　25年～　　30年 2,500 △ 1,300 △ 800 4,400 200

増減率(％)

昭和43年～　　48年 9.4 8.1 15.2 22.4 △ 33.3

　　48年～　　53年 8.2 9.6 △ 7.1 14.6 33.3

　　53年～　　58年 6.1 5.4 △ 9.0 36.3 0.0

　　58年～　　63年 3.5 0.9 △ 2.3 33.8 50.0

　　63年～平成 5年 6.3 4.4 △ 23.4 39.8 16.7

　　 5年～　　10年 5.8 3.0 △ 5.1 25.8 △ 14.3

　　10年～　　15年 5.2 1.4 △ 18.3 30.0 △ 33.3

　　15年～　　20年 4.4 2.6 △ 5.3 12.5 △ 25.0

　　20年～　　25年 2.2 0.5 13.9 5.2 66.7

　　25年～　　30年 1.2 △ 0.8 △ 9.8 8.7 40.0
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付表２－３　住宅の建て方、構造別住宅数(平成30年)

構造 総数 木造 防火木造 非木造
鉄筋・鉄骨

建て方 ｺﾝｸﾘｰﾄ造

住宅数（戸）

　住宅総数 215,600 103,700 54,100 57,700 40,700 16,900

　　一戸建 152,800 99,000 47,700 6,100 3,400 2,700

　　長屋建 7,400 3,100 2,000 2,400 1,500 800

　　共同住宅 54,700 1,400 4,400 48,900 35,700 13,200

　　その他 700 200 100 400 100 300

割合（％）

　住宅総数 100.0 48.1 25.1 26.8 18.9 7.8

　　一戸建 100.0 64.8 31.2 4.0 2.2 1.8

　　長屋建 100.0 41.9 27.0 32.4 20.3 10.8

　　共同住宅 100.0 2.6 8.0 89.4 65.3 24.1

　　その他 100.0 28.6 14.3 57.1 14.3 42.9

　（注）「その他」は、鉄骨造、レンガ造、ブロック造など。

その他 (注)
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付表２－４　住宅の構造別住宅数(昭和43年～平成30年)

年次 総数 木造 防火木造 非木造
鉄筋・鉄骨
ｺﾝｸﾘｰﾄ造

住宅数(戸)

昭和43年 129,870 116,180 7,950 5,750 2,550 3,190

　　48年 142,100 120,100 12,200 9,900 5,500 4,400

　　53年 153,800 120,700 17,500 15,600 10,300 5,300

　　58年 163,200 121,400 24,300 17,500 13,900 3,600

　　63年 168,900 116,300 30,500 22,100 19,000 3,100

平成５年 179,600 115,400 34,100 30,100 25,600 4,500

　　10年 190,000 115,200 38,300 36,500 32,300 4,200

　　15年 199,900 115,800 37,300 46,800 34,800 12,000

　　20年 208,600 113,600 47,900 47,100 28,900 18,200

　　25年 213,100 113,100 45,600 54,500 34,200 20,300

　　30年 215,600 103,700 54,100 57,700 40,700 16,900

割合(％)

昭和43年 100.0 89.5 6.1 4.4 2.0 2.5

　　48年 100.0 84.5 8.6 7.0 3.9 3.1

　　53年 100.0 78.5 11.4 10.1 6.7 3.4

　　58年 100.0 74.4 14.9 10.7 8.5 2.2

　　63年 100.0 68.9 18.1 13.1 11.2 1.8

平成５年 100.0 64.3 19.0 16.8 14.3 2.5

　　10年 100.0 60.6 20.2 19.2 17.0 2.2

　　15年 100.0 57.9 18.7 23.4 17.4 6.0

　　20年 100.0 54.5 23.0 22.6 13.9 8.7

　　25年 100.0 53.1 21.4 25.6 16.0 9.5

　　30年 100.0 48.1 25.1 26.8 18.9 7.8

増減数(戸)

昭和43年～　　48年 12,230 3,920 4,250 4,150 2,950 1,210

　　48年～　　53年 11,700 600 5,300 5,700 4,800 900

　　53年～　　58年 9,400 700 6,800 1,900 3,600 △ 1,700

　　58年～　　63年 5,700 △ 5,100 6,200 4,600 5,100 △ 500

　　63年～平成５年 10,700 △ 900 3,600 8,000 6,600 1,400

　　５年～　　10年 10,400 △ 200 4,200 6,400 6,700 △ 300

　　10年～　　15年 9,900 600 △ 1,000 10,300 2,500 7,800

　　15年～　　20年 8,700 △ 2,200 10,600 300 △ 5,900 6,200

　　20年～　　25年 4,500 △ 500 △ 2,300 7,400 5,300 2,100

　　25年～　　30年 2,500 △ 9,400 8,500 3,200 6,500 △ 3,400

増減率(％)

昭和43年～　　48年 9.4 3.4 53.5 72.2 115.7 37.9

　　48年～　　53年 8.2 0.5 43.4 57.6 87.3 20.5

　　53年～　　58年 6.1 0.6 38.9 12.2 35.0 △ 32.1

　　58年～　　63年 3.5 △ 4.2 25.5 26.3 36.7 △ 13.9

　　63年～平成５年 6.3 △ 0.8 11.8 36.2 34.7 45.2

　　５年～　　10年 5.8 △ 0.2 12.3 21.3 26.2 △ 6.7

　　10年～　　15年 5.2 0.5 △ 2.6 28.2 7.7 185.7

　　15年～　　20年 4.4 △ 1.9 28.4 0.6 △ 17.0 51.7

　　20年～　　25年 2.2 △ 0.4 △ 4.8 15.7 18.3 11.5

　　25年～　　30年 1.2 △ 8.3 18.6 5.9 19.0 △ 16.7

　（注）「その他」は、鉄骨造、レンガ造、ブロック造など。

その他 (注)
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付表２－５　建築の時期別住宅数(平成30年)

建築の時期 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

住宅数(戸) 215,600 152,800 7,400 54,700 700

　昭和25年以前 12,900 12,700 100 100 0

　昭和26年～    45年 18,100 17,200 400 500 0

　昭和46年～　　55年 34,400 29,200 1,400 3,700 100

　昭和56年～平成２年 35,500 27,300 500 7,600 0

　平成３年～    ７年 15,900 12,100 300 3,500 0

　平成８年～    12年 22,800 13,200 400 9,300 0

  平成13年～　　17年 20,400 10,500 400 9,500 100

  平成18年～　　22年 17,000 9,100 1,100 6,700 100

  平成23年～　　25年 9,200 5,200 600 3,300 100

　平成26年～30年９月 12,500 8,000 900 3,400 -

　不　　詳 16,800 8,200 1,400 7,100 100

割合(％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　昭和25年以前 6.0 8.3 1.4 0.2 0.0

　昭和26年～    45年 8.4 11.3 5.4 0.9 0.0

　昭和46年～　　55年 16.0 19.1 18.9 6.8 14.3

　昭和56年～平成２年 16.5 17.9 6.8 13.9 0.0

　平成３年～    ７年 7.4 7.9 4.1 6.4 0.0

　平成８年～    12年 10.6 8.6 5.4 17.0 0.0

  平成13年～　　17年 9.5 6.9 5.4 17.4 14.3

  平成18年～　　22年 7.9 6.0 14.9 12.2 14.3

  平成23年～　　25年 4.3 3.4 8.1 6.0 14.3

　平成26年～30年９月 5.8 5.2 12.2 6.2 -

　不　　詳 7.8 5.4 18.9 13.0 14.3
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付表２－６　住宅の建築の時期別にみた建て方別住宅数(平成30年)

建築の時期 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

住宅数(戸) 215,600 152,800 7,400 54,700 700

　昭和25年以前 12,900 12,700 100 100 0

　昭和26年～    45年 18,100 17,200 400 500 0

　昭和46年～　　55年 34,400 29,200 1,400 3,700 100

　昭和56年～平成２年 35,500 27,300 500 7,600 0

　平成３年～    ７年 15,900 12,100 300 3,500 0

　平成８年～    12年 22,800 13,200 400 9,300 0

  平成13年～　　17年 20,400 10,500 400 9,500 100

  平成18年～　　22年 17,000 9,100 1,100 6,700 100

  平成23年～　　25年 9,200 5,200 600 3,300 100

　平成26年～30年９月 12,500 8,000 900 3,400 -

　不　　詳 16,800 8,200 1,400 7,100 100

割合(％) 100.0 70.9 3.4 25.4 0.3

　昭和25年以前 100.0 98.4 0.8 0.8 0.0

　昭和26年～    45年 100.0 95.0 2.2 2.8 0.0

　昭和46年～　　55年 100.0 84.9 4.1 10.8 0.3

　昭和56年～平成２年 100.0 76.9 1.4 21.4 0.0

　平成３年～    ７年 100.0 76.1 1.9 22.0 0.0

　平成８年～    12年 100.0 57.9 1.8 40.8 0.0

  平成13年～　　17年 100.0 51.5 2.0 46.6 0.5

  平成18年～　　22年 100.0 53.5 6.5 39.4 0.6

  平成23年～　　25年 100.0 56.5 6.5 35.9 1.1

　平成26年～30年９月 100.0 64.0 7.2 27.2 -

　不　　詳 100.0 48.8 8.3 42.3 0.6
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付表３－１　専用住宅の建て方別住宅の規模（平成５年～平成30年）

総数　 一戸建て 共同住宅 総数　 一戸建て 共同住宅

１住宅当たり居住室数(室)

平成５年 6.15 7.00 2.72 4.79 6.08 2.89

　　10年 6.13 7.05 2.99 4.74 6.08 2.87

　　15年 6.02 7.08 2.75 4.73 6.08 2.93

　　20年 5.82 6.93 2.65 4.64 6.01 2.88

　　25年 5.80 6.98 2.64 4.56 5.96 2.83

　　30年 5.47 6.63 2.56 4.40 5.77 2.77

　　増減数

平成５年～　　10年 △ 0.02 0.05 0.27 △ 0.05 0.00 △ 0.02

    10年～　　15年 △ 0.11 0.03 △ 0.24 △ 0.01 0.00 0.06

    15年～　　20年 △ 0.20 △ 0.15 △ 0.10 △ 0.09 △ 0.07 △ 0.05

    20年～　　25年 △ 0.02 0.05 △ 0.01 △ 0.08 △ 0.05 △ 0.05

    25年～　　30年 △ 0.33 △ 0.35 △ 0.08 △ 0.16 △ 0.19 △ 0.06

１住宅当たり居住室の畳数(畳)

平成５年 38.80 44.68 16.65 30.96 40.34 17.44

　　10年 39.07 45.38 17.89 31.37 41.14 18.12

　　15年 39.66 46.94 17.48 32.36 42.39 19.14

　　20年 39.08 46.68 17.56 32.43 42.68 19.38

　　25年 38.94 46.92 17.65 32.55 42.80 19.97

　　30年 38.27 46.48 17.94 32.74 42.94 20.71

　　増減数

平成５年～　　10年 0.27 0.70 1.24 0.41 0.80 0.68

    10年～　　15年 0.59 1.56 △ 0.41 0.99 1.25 1.02

    15年～　　20年 △ 0.58 △ 0.26 0.08 0.07 0.29 0.24

    20年～　　25年 △ 0.14 0.24 0.09 0.12 0.12 0.59

    25年～　　30年 △ 0.67 △ 0.44 0.29 0.19 0.14 0.74

１住宅当たり延べ面積(㎡)

平成５年 123.69 144.75 40.26 88.38 118.74 44.17

　　10年 123.12 146.05 44.21 89.59 122.20 44.96

　　15年 125.58 152.18 44.38 92.49 126.37 47.59

　　20年 122.29 149.45 45.08 92.41 127.21 47.88

　　25年 124.72 154.22 45.39 92.97 128.63 48.91

　　30年 120.12 149.54 46.58 92.06 126.63 51.14

　　増減数

平成５年～　　10年 △ 0.57 1.3 3.95 1.21 3.46 0.79

    10年～　　15年 2.46 6.13 0.17 2.90 4.17 2.63

    15年～　　20年 △ 3.29 △ 2.73 0.70 △ 0.08 0.84 0.29

    20年～　　25年 2.43 4.77 0.31 0.56 1.42 1.03

    25年～　　30年 △ 4.60 △ 4.68 1.19 △ 0.91 △ 2.00 2.23

１人当たり居住室の畳数(畳)
平成５年 11.55 12.18 7.66 10.35 11.60 7.72
　　10年 12.38 13.06 8.81 11.18 12.52 8.47
　　15年 13.18 14.08 8.74 12.11 13.59 9.23
　　20年 13.97 15.08 9.17 12.77 14.33 9.83
　　25年 14.59 15.87 9.35 13.48 15.08 10.59
　　30年 15.10 16.33 9.00 14.06 15.76 11.17

　　増減数
平成５年～　　10年 0.83 0.88 1.15 0.83 0.92 0.75
    10年～　　15年 0.80 1.02 △ 0.07 0.93 1.07 0.76
    15年～　　20年 0.79 1.00 0.43 0.66 0.74 0.60
    20年～　　25年 0.62 0.79 0.18 0.71 0.75 0.76
    25年～　　30年 0.51 0.46 △ 0.35 0.58 0.68 0.58

１室当たり人員(人)
平成５年 0.55 0.52 0.75 0.62 0.57 0.78
　　10年 0.51 0.49 0.68 0.59 0.54 0.74
　　15年 0.50 0.47 0.73 0.56 0.51 0.71
　　20年 0.48 0.45 0.72 0.55 0.50 0.69
　　25年 0.46 0.42 0.71 0.53 0.48 0.67
　　30年 0.46 0.43 0.68 0.53 0.47 0.67

　　増減数
平成５年～　　10年 △ 0.04 △ 0.03 △ 0.07 △ 0.03 △ 0.03 △ 0.04
    10年～　　15年 △ 0.01 △ 0.02 0.05 △ 0.03 △ 0.03 △ 0.03
    15年～　　20年 △ 0.02 △ 0.02 △ 0.01 △ 0.01 △ 0.01 △ 0.02
    20年～　　25年 △ 0.02 △ 0.03 △ 0.01 △ 0.02 △ 0.02 △ 0.02
    25年～　　30年 0.00 0.01 △ 0.03 0.00 △ 0.01 0.00

鳥取県 全国
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付表３－２　専用住宅の所有の関係別住宅の規模（昭和43年～平成30年）

総数　注） 持ち家 借家

１住宅当たり居住室数(室)

昭和43年 4.55 5.27 2.71

　　48年 5.17 6.04 2.96

　　53年 5.72 6.56 3.19

　　58年 5.92 6.80 3.25

　　63年 6.15 7.20 3.20

平成５年 6.15 7.21 3.22

　　10年 6.13 7.23 3.29

　　15年 6.02 7.21 3.09

　　20年 5.82 6.98 3.05

　　25年 5.80 7.02 2.88

　　30年 5.47 6.65 2.74

　　増減数

昭和43年～　　48年 0.62 0.77 0.25

    48年～　　53年 0.55 0.52 0.23

    53年～　　63年 0.20 0.24 0.06

    63年～平成５年 0.23 0.40 △ 0.05

　　５年～　　10年 0.00 0.01 0.02

    10年～　　15年 △ 0.02 0.02 0.07

    15年～　　20年 △ 0.11 △ 0.02 △ 0.20

    20年～　　25年 △ 0.20 △ 0.23 △ 0.04

    25年～　　30年 △ 0.02 0.04 △ 0.17

１住宅当たり畳数(畳)

昭和43年 25.55 29.97 14.16

　　48年 29.54 35.18 15.17

　　53年 33.62 39.31 16.51

　　58年 35.16 41.10 17.19

　　63年 37.94 45.18 17.44

平成５年 38.80 46.23 18.17

　　10年 39.07 46.69 19.33

　　15年 39.66 47.99 19.13

　　20年 39.08 47.28 19.38

　　25年 38.94 47.33 18.90

　　30年 38.27 46.77 18.55

　　増減数

昭和43年～　　48年 3.99 5.21 1.01

    48年～　　53年 4.08 4.13 1.34

    53年～　　63年 1.54 1.79 0.68

    63年～平成５年 2.78 4.08 0.25

　　５年～　　10年 0.86 1.05 0.73

    10年～　　15年 0.27 0.46 1.16

    15年～　　20年 0.59 1.30 △ 0.20

    20年～　　25年 △ 0.58 △ 0.71 0.25

    25年～　　30年 △ 0.14 0.05 △ 0.48

１住宅当たり延べ面積(㎡)

昭和43年 85.15 101.28 43.65

　　48年 91.96 110.25 45.39

　　53年 103.80 122.33 48.12

　　58年 109.14 128.43 50.74

　　63年 117.14 141.02 49.58

平成５年 123.69 149.94 50.78

　　10年 123.12 150.67 51.78

　　15年 125.58 155.40 52.04

　　20年 122.29 151.33 52.59

　　25年 124.72 155.37 51.47

　　30年 120.12 150.27 50.16

　　増減数

昭和43年～　　48年 6.81 8.97 1.74

    48年～　　53年 11.84 12.08 2.73

    53年～　　63年 5.34 6.10 2.62

    63年～平成５年 8.00 12.59 △ 1.16

　　５年～　　10年 6.55 8.92 1.20

    10年～　　15年 △ 0.57 0.73 1.00

    15年～　　20年 2.46 4.73 0.26

    20年～　　25年 △ 3.29 △ 4.07 0.55

    25年～　　30年 2.43 4.04 △ 1.12
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付表３－２　専用住宅の所有の関係別住宅の規模（続き）（平成５年～平成30年）

総数　注） 持ち家 借家

１人当たり居住室の畳数(畳)
平成５年 11.55 12.4 7.81
　　10年 12.38 13.25 8.79
　　15年 13.18 14.26 8.96
　　20年 13.97 15.29 9.29
　　25年 14.59 16.01 9.53
　　30年 15.10 16.42 10.26

　　増減数
平成５年～　　10年 0.83 0.85 0.98
    10年～　　15年 0.80 1.01 0.17
    15年～　　20年 0.79 1.03 0.33
    20年～　　25年 0.62 0.72 0.24
    25年～　　30年 0.51 0.41 0.73

１室当たり人員(人)
平成５年 0.55 0.52 0.72
　　10年 0.51 0.49 0.67
　　15年 0.50 0.47 0.69
　　20年 0.48 0.44 0.68
　　25年 0.46 0.42 0.69
　　30年 0.46 0.43 0.66

　　増減数
平成５年～　　10年 △ 0.04 △ 0.03 △ 0.05
    10年～　　15年 △ 0.01 △ 0.02 0.02
    15年～　　20年 △ 0.02 △ 0.03 △ 0.01
    20年～　　25年 △ 0.02 △ 0.02 0.01
    25年～　　30年 0.00 0.01 △ 0.03

注）住宅の所有の関係「不詳」を含む
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付表４－１　省エネルギー設備等別住宅数（平成15年～平成30年)

すべての窓に
あり

一部の窓にあり

住宅数(戸)

平成15年 199,900 35,400 1,600 7,700 19,800

　　20年 208,600 29,600 2,800 14,500 22,700

　　25年 213,100 23,500 7,700 18,900 31,100

　　30年 215,600 18,200 9,800 24,800 39,400

割合(％)

平成15年 100.0 17.7 0.8 3.9 9.9

　　20年 100.0 14.2 1.3 7.0 10.9

　　25年 100.0 11.0 3.6 8.9 14.6

　　30年 100.0 8.4 4.5 11.5 18.3

増減数（戸）

　　15年～　　20年 8,700 △ 5,800 1,200 6,800 2,900

　　20年～　　25年 4,500 △ 6,100 4,900 4,400 8,400

　　25年～　　30年 2,500 △ 5,300 2,100 5,900 8,300

増減率(％)

　　15年～　　20年 4.4 △ 16.4 75.0 88.3 14.6

　　20年～　　25年 2.2 △ 20.6 175.0 30.3 37.0

　　25年～　　30年 1.2 △ 22.6 27.3 31.2 26.7

注）省エネルギー設備等「不詳」を含む。

住宅総数
　　　　　注）

太陽熱を利用
した温水機器

等

太陽光を利用
した発電機器

二重サッシ又は複層ガラスの
窓
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付表４－２　高齢者等のための設備がある住宅数(平成10年～平成30年)

高齢者等のための設備がある

総　数
手すりが

ある

またぎやす
い高さの

浴槽

廊下などが
車いす

で通行可能
な幅

段差のない
屋内

道路から
玄関まで
車いすで
通行可能

住宅数（戸）

　　平成10年 190,000 87,200 58,600 44,300 24,300 17,400 22,900 101,500

　　　　15年 199,900 89,600 72,600 38,800 29,900 24,600 18,300 107,700

　　　　20年 208,600 111,000 90,500 49,500 38,500 37,800 26,100 94,400

　　　　25年 213,100 116,500 100,000  44,000  36,600  39,300  22,600  93,100

　　　　30年 215,600 118,600 103,800  39,800  37,400  42,300  22,900  92,400

割合（％）

　　平成10年

　　　　15年 100.0 44.8 36.3 19.4 15.0 12.3 9.2 53.9

　　　　20年 100.0 53.2 43.4 23.7 18.5 18.1 12.5 45.3

　　　　25年 100.0 54.7 46.9 20.6 17.2 18.4 10.6 43.7

　　　　30年 100.0 55.0 48.1 18.5 17.3 19.6 10.6 42.9

増減数（戸）

　　平成10年～　　15年 9,900 2,400 14,000 △ 5,500 5,600 7,200 △ 4,600 6,200

　　　　15年～　　20年 8,700 21,400 17,900 10,700 8,600 13,200 7,800 △ 13,300

　　　　20年～　　25年 4,500 5,500 9,500 △ 5,500 △ 1,900 1,500 △ 3,500 △ 1,300

　　　　25年～　　30年 2,500 2,100 3,800 △ 4,200 800 3,000 300 △ 700

増減率(％)

　　平成10年～　　15年 5.2 2.8 23.9 △ 12.4 23.0 41.4 △ 20.1 6.1

　　　　15年～　　20年 4.4 23.9 24.7 27.6 28.8 53.7 42.6 △ 12.3

　　　　20年～　　25年 2.2 5.0 10.5 △ 11.1 △ 4.9 4.0 △ 13.4 △ 1.4

　　　　25年～　　30年 1.2 1.8 3.8 △ 9.5 2.2 7.6 1.3 △ 0.8

注１)　高齢者等のための設備状況「不詳」を含む。

注２)　複数回答であるため，内訳の合計とは必ずしも一致しない。

総　数

高齢者等
のため
の設備は

ない
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付表４－３　建築時期別高齢者等のための設備がある住宅数(平成30年)

総　数
手すりが

ある

またぎやす
い高さの

浴槽

廊下などが
車いす

で通行可能
な幅

段差のない
屋内

道路から
玄関まで
車いすで
通行可能

住宅数（戸）

 住宅総数 215,600 118,600 103,800  39,800  37,400  42,300  22,900  92,400

  昭和45年以前 31,000 18,500 16,900  6,200  4,600  2,400  3,900  12,400

  昭和46年～55年 34,400 21,600 19,500  6,500  6,300  3,100  4,400  12,800

  昭和56年～平成２年 35,500 18,300 15,900  5,500  5,400  3,600  3,300  17,300

  平成３年～７年 15,900 8,400 7,300  2,600  2,700  2,300  1,500  7,400

  平成８年～12年 22,800 13,200 11,300  4,700  5,600  7,500  2,700  9,600

  平成13年～17年 20,400 12,600 10,600  5,100  5,100  8,500  2,900  7,900

  平成18年～22年 17,000 10,300 8,900  4,100  3,800  6,100  2,000  6,700

  平成23年～27年 14,300 9,300 7,900  3,200  2,500  5,100  1,200  5,000

  平成28年～30年９月 7,400 5,100 4,500  1,600  1,200  3,300  700  2,400

割合（％）

 住宅総数 100.0 55.0 48.1 18.5 17.3 19.6 10.6 42.9

  昭和45年以前 100.0 59.7 54.5 20.0 14.8 7.7 12.6 40.0

  昭和46年～55年 100.0 62.8 56.7 18.9 18.3 9.0 12.8 37.2

  昭和56年～平成２年 100.0 51.5 44.8 15.5 15.2 10.1 9.3 48.7

  平成３年～７年 100.0 52.8 45.9 16.4 17.0 14.5 9.4 46.5

  平成８年～12年 100.0 57.9 49.6 20.6 24.6 32.9 11.8 42.1

  平成13年～17年 100.0 61.8 52.0 25.0 25.0 41.7 14.2 38.7

  平成18年～22年 100.0 60.6 52.4 24.1 22.4 35.9 11.8 39.4

  平成23年～27年 100.0 65.0 55.2 22.4 17.5 35.7 8.4 35.0

  平成28年～30年９月 100.0 68.9 60.8 21.6 16.2 44.6 9.5 32.4

注１)　高齢者等のための設備状況「不詳」を含む。

注２)　複数回答であるため，内訳の合計とは必ずしも一致しない。

注３)　建築の時期「不詳」を含む。

注４)　住宅の所有の関係「不詳」を含む。

総　数

高齢者等のための設備がある
高齢者等
のため
の設備は

ない
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総数
自宅・

住み込み
15分未満 15～30分 30～45分

45分～
１時間

１時間～
１時間30分

１時間30分
～２時間

２時間以上 不　詳 中位数(分)

世帯数（世帯） 96,200 1,700 34,800 38,800 12,100 4,500 2,200 400 200 1,400  19.2

　　　持ち家 64,900 1,200 21,500 26,800 9,400 3,500 1,800 400 200 200  20.4

　　　持ち家以外 31,300 500 13,400 12,000 2,700 1,000 400 100 100 1,200  16.4

　　　　公営の借家 3,900 0 1,500 1,800 400 200 100 － － －  18.6

　　　　都市再生機構・公社の借家 － － － － － － － － － － －

　　　　民営借家 23,000 200 10,100 8,900 2,100 800 300 100 0 500  16.6

　　　　給与住宅 3,800 300 1,600 1,000 200 0 0 － － 700  12.0

　　　　同居・住宅以外の建物に居住 700 100 200 300 100 － 0 － 0 －  19.5

割合（％） 100.0 1.8 36.2 40.3 12.6 4.7 2.3 0.4 0.2 1.5

　　　持ち家 100.0 1.8 33.1 41.3 14.5 5.4 2.8 0.6 0.3 0.3

　　　持ち家以外 100.0 1.6 42.8 38.3 8.6 3.2 1.3 0.3 0.3 3.8

　　　　公営の借家 100.0 0.0 38.5 46.2 10.3 5.1 2.6 － － －

　　　　都市再生機構・公社の借家 － － － － － － － － － －

　　　　民営借家 100.0 0.9 43.9 38.7 9.1 3.5 1.3 0.4 0.0 2.2

　　　　給与住宅 100.0 7.9 42.1 26.3 5.3 0.0 0.0 － － 18.4

　　　　同居・住宅以外の建物に居住 100.0 14.3 28.6 42.9 14.3 － 0.0 － 0.0 －

付表５－１　住宅の所有関係、家計を主に支える者の通勤時間別家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数(平成30年)
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総数
自宅・

住み込み
15分未満 15～30分 30～45分

45分～
１時間

１時間～
１時間30分

１時間30分
～２時間

２時間以上 不　詳 中位数(分)

世帯数（世帯）

　　　昭和63年 101,100 2,100 40,800 38,200 11,800 5,200 2,200 400 400 100  18.0

　　　平成５年 106,900 1,700 44,400 40,500 11,500 5,100 2,300 500 400 500  17.6

　　　平成10年※ 110,000 1,400 34,400 43,200 4,100 700 300 300  21.6

　　　平成15年※ 100,400 1,600 30,500 40,100 3,800 700 300 1,000  21.1

　　　平成20年 101,900 800 39,500 40,900 12,100 4,500 2,700 600 400 400  18.9

　　　平成25年 96,000 1,700 37,600 37,100 10,800 4,500 2,100 400 500 800  18.3

　　　平成30年 96,200 1,700 34,800 38,800 12,100 4,500 2,200 400 200 1,400  19.2

割合（％）

　　　昭和63年 100.0 2.1 40.4 37.8 11.7 5.1 2.2 0.4 0.4 0.1

　　　平成５年 100.0 1.6 41.5 37.9 10.8 4.8 2.2 0.5 0.4 0.5

　　　平成10年 100.0 1.3 31.3 39.3 3.7 0.6 0.3 0.3

　　　平成15年 100.0 1.6 30.4 39.9 3.8 0.7 0.3 1.0

　　　平成20年 100.0 0.8 38.8 40.1 11.9 4.4 2.6 0.6 0.4 0.4

　　　平成25年 100.0 1.8 39.2 38.6 11.3 4.7 2.2 0.4 0.5 0.8

　　　平成30年 100.0 1.8 36.2 40.3 12.6 4.7 2.3 0.4 0.2 1.5

増減数(世帯)

　昭和63年～平成５年 5,800 △ 400 3,600 2,300 △ 300 △ 100 100 100 0 400

　　　５年～　　10年 3,100 △ 300 △ 10,000 2,700 1,800 200 △ 100 △ 200

　　　10年～　　15年 △ 9,600 200 △ 3,900 △ 3,100 △ 300 0 0 700

　　　15年～　　20年 1,500 △ 800 9,000 800 △ 10,300 4,500 △ 1,100 △ 100 100 △ 600

　　　20年～　　25年 △ 5,900 900 △ 1,900 △ 3,800 △ 1,300 0 △ 600 △ 200 100 400

　　　25年～　　30年 200 0 △ 2,800 1,700 1,300 0 100 0 △ 300 600

増減率(％)

　昭和63年～平成５年 5.7 △ 19.0 8.8 6.0 △ 2.5 △ 1.9 4.5 25.0 0.0 400.0

　　　５年～　　10年 2.9 △ 17.6 △ 22.5 6.7 78.3 40.0 △ 25.0 △ 40.0

　　　10年～　　15年 △ 8.7 14.3 △ 11.3 △ 7.2 △ 7.3 0.0 0.0 233.3

　　　15年～　　20年 1.5 △ 50.0 29.5 2.0 △ 28.9 △ 14.3 33.3 △ 60.0

　　　20年～　　25年 △ 5.8 112.5 △ 4.8 △ 9.3 △ 10.7 0.0 △ 22.2 △ 33.3 25.0 100.0

　　　25年～　　30年 0.2 0.0 △ 7.4 4.6 12.0 0.0 4.8 0.0 △ 60.0 75.0

※平成10・15年は「30～45分」、「45分～１時間」の区分なし。

付表５－２　家計を主に支える者の通勤時間別家計を主に支える者が雇用者である普通世帯数(昭和63年～平成30年)

25,600

23.3

22,400

22.3

9,000

△ 3,200

54.2

△ 12.5

△ 25.9
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付表６　子の居住地別普通世帯数(平成25年～平成30年)

子がいる
総　数 一緒に

住んでいる
徒歩５分

程度の場所
に

住んでいる

片道15分
未満の場所

に
住んでいる

片道１時間
未満の場所

に
住んでいる

片道１時
間

以上の場
所に

住んでい
る

平成  普通世帯総数 213,900 148,000 94,400 5,000 10,100 16,700 21,800 36,700

25   65歳以上の単身世帯 22,400 14,500 600 1,400 2,500 5,000 5,000 4,600

年   65歳以上の夫婦世帯 23,000 19,200 900 2,200 3,800 5,900 6,400 2,300

平成  普通世帯総数 216,600 144,400 90,900 4,500 10,800 16,000 22,100 38,900

30   65歳以上の単身世帯 25,000 15,800 900 1,300 3,700 5,200 4,900 5,800

年   65歳以上の夫婦世帯 26,000 2,000 1,400 2,200 3,600 5,800 7,000 3,400

平成  普通世帯総数 100.0 69.2 44.1 2.3 4.7 7.8 10.2 17.2

25   65歳以上の単身世帯 100.0 64.7 2.7 6.3 11.2 22.3 22.3 20.5

年   65歳以上の夫婦世帯 100.0 83.5 3.9 9.6 16.5 25.7 27.8 10.0

平成  普通世帯総数 100.0 66.7 42.0 2.1 5.0 7.4 10.2 18.0

30   65歳以上の単身世帯 100.0 63.2 3.6 5.2 14.8 20.8 19.6 23.2

年   65歳以上の夫婦世帯 100.0 7.7 5.4 8.5 13.8 22.3 26.9 13.1

 普通世帯総数 2,700 △ 3,600 △ 3,500 △ 500 700 △ 700 300 2,200

  65歳以上の単身世帯 2,600 1,300 300 △ 100 1,200 200 △ 100 1,200

  65歳以上の夫婦世帯 3,000 △ 17,200 500 0 △ 200 △ 100 600 1,100

 普通世帯総数 1.3 △ 2.4 △ 3.7 △ 10.0 6.9 △ 4.2 1.4 6.0

  65歳以上の単身世帯 11.6 9.0 50.0 △ 7.1 48.0 4.0 △ 2.0 26.1

  65歳以上の夫婦世帯 13.0 △ 89.6 55.6 0.0 △ 5.3 △ 1.7 9.4 47.8

注１）子の居住地「不詳」を含む。

注２）家族類型「不詳」を含む。

子はいな
い

普通世帯数(世帯)

割合（％）

増減数（世帯）

増減率（％）

総　数
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設備専用 設備共用

１人当たり居室の畳数(畳)

　昭和63年 10.70 11.54 7.00 5.73 3.95 7.36 5.99 8.14 7.78

　平成５年 11.59 12.42 7.86 6.68 6.74 8.18 6.19 8.40 8.86

  　  10年 12.40 13.26 8.86 7.30 5.80 9.42 5.83 9.73 9.43

　　　15年※ 13.22 14.30 9.02 8.20 6.37 8.92 9.65

　　　20年※ 14.00 15.29 9.35 8.35 6.34 8.91 11.68

　　　25年※ 14.65 16.08 9.58 9.31 6.29 9.00 12.22

　　　30年※ 15.14 16.48 10.31 9.95 － 9.72 10.95

増減数(畳)

　昭和63年～平成５年 0.89 0.88 0.86 0.95 2.79 0.82 0.20 0.26 1.08

　　　５年～　　10年 0.81 0.84 1.00 0.62 -0.94 1.24 -0.36 1.33 0.57

　　　10年～　　15年 0.82 1.04 0.16 0.90 0.57 -0.81 0.22

　　　15年～　　20年 0.78 0.99 0.33 0.15 -0.03 -0.01 2.03

　　　20年～　　25年 0.65 0.79 0.23 0.96 -0.05 0.09 0.54

　　　25年～　　30年 0.49 0.40 0.73 0.64 － 0.72 -1.27

増減率(％)

　昭和63年～平成５年 8.3 7.6 12.3 16.6 70.6 11.1 3.3 3.2 13.9

　　　５年～　　10年 7.0 6.8 12.7 9.3 △ 13.9 15.2 △ 5.8 15.8 6.4

　　　10年～　　15年 6.6 7.8 1.8 12.3 9.8 △ 8.3 2.3

　　　15年～　　20年 5.9 6.9 3.7 1.8 △ 0.5 △ 0.1 21.0

　　　20年～　　25年 4.6 5.2 2.5 11.5 △ 0.8 1.0 4.6

　　　25年～　　30年 3.3 2.5 7.6 6.9 － 8.0 -10.4

注１）所有の関係「不詳」を含む。

注２）平成15年までは「公団・公社の借家」として表章

 ※平成15年以降の「木造」は「設備専用」、「設備共用」の別なし。

非木造
給与住宅

0.23

1.10

付表７　住宅の所有の関係別居住密度(昭和63年～平成30年)

民営借家
総数 注１) 持ち家

借家

10.6

木造

9.71

10.13

10.36

0.42

11.46

0.29

3.1

総数 公営の借家
都市再生機
構・公社の
借家 注２)

4.3

2.3
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主世帯数(世帯)

　昭和63年 168,900 125,900 42,800 66,300 61,500 4,700 7,500 5,500 2,000 9,600 8,700 1,000 49,200 47,300 1,700

　平成５年 179,600 132,600 45,900 78,000 72,000 6,000 10,900 8,000 2,900 13,400 12,300 1,100 53,700 51,700 2,000

  　  10年 190,000 137,500 51,200 85,500 79,600 5,900 13,000 10,300 2,600 16,600 15,200 1,500 55,900 54,100 1,800

　　　15年 199,900 141,400 55,900 93,900 86,800 7,000 15,400 12,100 3,200 18,900 17,300 1,600 59,600 57,400 2,200

　　　20年 208,600 146,000 59,400 96,600 88,400 8,100 18,800 15,100 3,700 21,000 19,300 1,700 56,800 54,000 2,700

　　　25年 213,100 148,700 60,800 105,100 95,300 9,600 22,400 17,400 4,900 22,900 21,300 1,600 59,800 56,600 3,100

　　　30年 215,600 148,400 62,600 106,600 95,600 10,900 25,000 18,700 6,200 26,400 24,400 2,000 55,200 52,500 2,700

割合(％)

　昭和63年 100.0 74.5 25.3 100.0 92.8 7.1 100.0 73.3 26.7 100.0 90.6 10.4 100.0 96.1 3.5

　平成５年 100.0 73.8 25.6 100.0 92.3 7.7 100.0 73.4 26.6 100.0 91.8 8.2 100.0 96.3 3.7

  　  10年 100.0 72.4 26.9 100.0 93.1 6.9 100.0 79.2 20.0 100.0 91.6 9.0 100.0 96.8 3.2

　　　15年 100.0 70.7 28.0 100.0 92.4 7.5 100.0 78.6 20.8 100.0 91.5 8.5 100.0 96.3 3.7

　　　20年 100.0 70.0 28.5 100.0 91.5 8.4 100.0 80.3 19.7 100.0 91.9 8.1 100.0 95.1 4.8

　　　25年 100.0 69.8 28.5 100.0 90.7 9.1 100.0 77.7 21.9 100.0 93.0 7.0 100.0 94.6 5.2

　　　30年 100.0 68.8 29.0 100.0 89.7 10.2 100.0 74.8 24.8 100.0 92.4 7.6 100.0 95.1 4.9

増減数（戸）

　昭和63年～平成５年 10,700 6,700 3,100 11,700 10,500 1,300 3,400 2,500 900 3,800 3,600 100 4,500 4,400 300

　　　５年～　　10年 10,400 4,900 5,300 7,500 7,600 △ 100 2,100 2,300 △ 300 3,200 2,900 400 2,200 2,400 △ 200

　　　10年～　　15年 9,900 3,900 4,700 8,400 7,200 1,100 2,400 1,800 600 2,300 2,100 100 3,700 3,300 400

　　　15年～　　20年 8,700 4,600 3,500 2,700 1,600 1,100 3,400 3,000 500 2,100 2,000 100 △ 2,800 △ 3,400 500

　　　20年～　　25年 4,500 2,700 1,400 8,500 6,900 1,500 3,600 2,300 1,200 1,900 2,000 △ 100 3,000 2,600 400

　　　25年～　　30年 2,500 △ 300 1,800 1,500 300 1,300 2,600 1,300 1,300 3,500 3,100 400 △ 4,600 △ 4,100 △ 400

増減率(％)

　昭和63年～平成５年 6.3 5.3 7.2 17.6 17.1 27.7 45.3 45.5 45.0 39.6 41.4 10.0 9.1 9.3 17.6

　　　５年～　　10年 5.8 3.7 11.5 9.6 10.6 △ 1.7 19.3 28.8 △ 10.3 23.9 23.6 36.4 4.1 4.6 △ 10.0

　　　10年～　　15年 5.2 2.8 9.2 9.8 9.0 18.6 18.5 17.5 23.1 13.9 13.8 6.7 6.6 6.1 22.2

　　　15年～　　20年 4.4 3.3 6.3 2.9 1.8 15.7 22.1 24.8 15.6 11.1 11.6 6.3 △ 4.7 △ 5.9 22.7

　　　20年～　　25年 2.2 1.8 2.4 8.8 7.8 18.5 19.1 15.2 32.4 9.0 10.4 △ 5.9 5.3 4.8 14.8

　　　25年～　　30年 1.2 △ 0.2 3.0 1.4 0.3 13.5 11.6 7.5 26.5 15.3 14.6 25.0 △ 7.7 △ 7.2 △ 12.9

注）住宅の所有の関係「不詳」を含む。

総数  注) 持ち家 借家総数  注) 持ち家 借家 総数  注) 持ち家 借家総数  注) 持ち家 借家 総数  注) 持ち家 借家

総数
うち高齢者のいる世帯

高齢単身世帯 高齢者のいる夫婦のみの世帯 高齢者のいるその他の世帯

付表８　高齢者のいる世帯の型、住宅の所有の関係別世帯数(昭和63年～平成30年)
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付表９　住宅の種類別借家の家賃・間代(昭和63年～平成30年)

年次

1か月当たり家賃・間代（円）

昭和63年 33,762 33,214 47,727

平成５年 31,103 31,133 30,392

　　10年 35,590 35,290 49,988

　　15年 39,832 39,898 35,178

　　20年 40,040 40,043 39,651

　　25年 40,699 40,718 38,203

　　30年 40,176 40,275 27,643

増減数（円）

　　63年～平成５年 △ 2,659 △ 2,081 △ 17,335

　　５年～　　10年 4,487 4,157 19,596

　　10年～　　15年 4,242 4,608 △ 14,810

　　15年～　　20年 208 145 4,473

　　20年～　　25年 659 675 △ 1,448

　　25年～　　30年 △ 523 △ 443 △ 10,560

増減率(％)

　　63年～平成５年 △ 7.9 △ 6.3 △ 36.3

　　５年～　　10年 14.4 13.4 64.5

　　10年～　　15年 11.9 13.1 △ 29.6

　　15年～　　20年 0.5 0.4 12.7

　　20年～　　25年 1.6 1.7 △ 3.7

　　25年～　　30年 △ 1.3 △ 1.1 △ 27.6

（注)　△は、マイナス数値を示す。以下、全表同じ。

専用住宅
店舗その他の

併用住宅

借家総数
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【参考】都道府県の指標Ⅰ　総住宅数（平成２０年～３０年）

都道府県 都道府県 都道府県 都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

(全国) 57,586 60,629 62,407 3,043 1,779 5.3 2.9 (全国)

1 東 京 都 6,781 東 京 都 7,359 東 京 都 7,672 東 京 都 579 東 京 都 312 愛 知 県 9.8 福 島 県 10.1 1

2 大 阪 府 4,346 大 阪 府 4,586 大 阪 府 4,680 愛 知 県 306 神奈川県 153 東 京 都 8.5 沖 縄 県 8.3 2

3 神奈川県 4,068 神奈川県 4,351 神奈川県 4,504 神奈川県 283 千 葉 県 134 兵 庫 県 8.5 栃 木 県 5.4 3

4 愛 知 県 3,133 愛 知 県 3,439 愛 知 県 3,482 大 阪 府 240 埼 玉 県 118 埼 玉 県 7.8 宮 城 県 5.3 4

5 埼 玉 県 3,029 埼 玉 県 3,266 埼 玉 県 3,385 埼 玉 県 237 大 阪 府 94 神奈川県 7.0 群 馬 県 5.1 5

6 北 海 道 2,731 千 葉 県 2,896 千 葉 県 3,030 兵 庫 県 213 福 岡 県 89 千 葉 県 6.6 福 井 県 5.1 6

7 千 葉 県 2,718 北 海 道 2,747 北 海 道 2,807 千 葉 県 179 福 島 県 79 沖 縄 県 6.4 岩 手 県 4.9 7

8 兵 庫 県 2,521 兵 庫 県 2,734 兵 庫 県 2,681 福 岡 県 118 茨 城 県 61 滋 賀 県 6.1 茨 城 県 4.8 8

9 福 岡 県 2,375 福 岡 県 2,493 福 岡 県 2,581 静 岡 県 61 北 海 道 61 山 梨 県 6.0 千 葉 県 4.6 9

10 静 岡 県 1,598 静 岡 県 1,659 静 岡 県 1,715 京 都 府 50 静 岡 県 55 大 阪 府 5.5 徳 島 県 4.3 10

11 広 島 県 1,356 広 島 県 1,394 広 島 県 1,431 栃 木 県 47 宮 城 県 55 栃 木 県 5.5 東 京 都 4.2 11

12 京 都 府 1,270 京 都 府 1,320 京 都 府 1,338 茨 城 県 44 沖 縄 県 50 香 川 県 5.4 佐 賀 県 4.1 12

13 茨 城 県 1,224 茨 城 県 1,268 茨 城 県 1,329 岐 阜 県 43 栃 木 県 48 岐 阜 県 5.1 山 形 県 4.0 13

14 宮 城 県 1,014 宮 城 県 1,034 宮 城 県 1,089 新 潟 県 43 群 馬 県 46 三 重 県 5.1 滋 賀 県 3.9 14

15 長 野 県 946 長 野 県 982 長 野 県 1,008 三 重 県 40 愛 知 県 43 福 岡 県 5.0 香 川 県 3.7 15

16 新 潟 県 930 新 潟 県 972 新 潟 県 995 群 馬 県 39 広 島 県 37 宮 崎 県 4.8 埼 玉 県 3.6 16

17 岡 山 県 867 群 馬 県 903 群 馬 県 949 広 島 県 37 岡 山 県 31 佐 賀 県 4.7 福 岡 県 3.6 17

18 群 馬 県 856 岡 山 県 885 栃 木 県 927 沖 縄 県 36 岩 手 県 27 群 馬 県 4.7 神奈川県 3.5 18

19 鹿児島県 851 栃 木 県 879 岡 山 県 916 長 野 県 36 長 野 県 26 長 崎 県 4.6 岡 山 県 3.5 19

20 栃 木 県 840 岐 阜 県 878 岐 阜 県 894 滋 賀 県 35 滋 賀 県 24 新 潟 県 4.6 静 岡 県 3.3 20

21 岐 阜 県 836 鹿児島県 865 鹿児島県 879 熊 本 県 35 三 重 県 23 熊 本 県 4.5 島 根 県 3.3 21

22 福 島 県 808 三 重 県 831 福 島 県 861 長 崎 県 29 新 潟 県 22 石 川 県 4.5 富 山 県 3.1 22

23 三 重 県 791 熊 本 県 804 三 重 県 854 宮 崎 県 24 京 都 府 18 大 分 県 4.2 石 川 県 3.0 23

24 熊 本 県 770 福 島 県 782 熊 本 県 814 香 川 県 24 香 川 県 17 京 都 府 3.9 三 重 県 2.7 24

25 山 口 県 692 山 口 県 706 山 口 県 720 愛 媛 県 24 山 形 県 17 高 知 県 3.9 広 島 県 2.7 25

26 愛 媛 県 681 愛 媛 県 705 愛 媛 県 714 山 梨 県 24 福 井 県 16 静 岡 県 3.8 長 野 県 2.6 26

27 長 崎 県 631 長 崎 県 660 長 崎 県 660 大 分 県 23 徳 島 県 16 長 野 県 3.8 鳥 取 県 2.6 27

28 奈 良 県 593 奈 良 県 615 沖 縄 県 653 石 川 県 22 岐 阜 県 16 奈 良 県 3.8 宮 崎 県 2.3 28

29 青 森 県 581 沖 縄 県 603 滋 賀 県 626 奈 良 県 22 石 川 県 15 茨 城 県 3.6 新 潟 県 2.3 29

30 滋 賀 県 568 滋 賀 県 603 奈 良 県 618 宮 城 県 20 鹿児島県 15 愛 媛 県 3.5 北 海 道 2.2 30

31 沖 縄 県 567 青 森 県 586 青 森 県 592 岡 山 県 19 佐 賀 県 14 富 山 県 3.5 大 分 県 2.2 31

32 岩 手 県 550 大 分 県 570 大 分 県 582 北 海 道 16 富 山 県 14 島 根 県 2.8 大 阪 府 2.1 32

33 大 分 県 547 岩 手 県 552 岩 手 県 579 佐 賀 県 15 山 口 県 14 広 島 県 2.8 和歌山県 2.0 33

34 宮 崎 県 510 宮 崎 県 534 宮 崎 県 546 山 口 県 15 宮 崎 県 13 徳 島 県 2.6 山 口 県 1.9 34

35 石 川 県 498 石 川 県 520 石 川 県 536 富 山 県 15 大 分 県 12 秋 田 県 2.2 岐 阜 県 1.8 35

36 和歌山県 468 和歌山県 476 香 川 県 488 高 知 県 15 島 根 県 10 岡 山 県 2.2 鹿児島県 1.7 36

37 香 川 県 446 香 川 県 471 和歌山県 485 鹿児島県 13 熊 本 県 9 山 口 県 2.1 京 都 府 1.4 37

38 秋 田 県 437 秋 田 県 447 富 山 県 453 秋 田 県 10 和歌山県 9 宮 城 県 2.0 愛 媛 県 1.3 38

39 山 形 県 433 富 山 県 439 山 形 県 449 徳 島 県 9 愛 媛 県 9 和歌山県 1.7 愛 知 県 1.2 39

40 富 山 県 424 山 形 県 432 秋 田 県 446 島 根 県 8 鳥 取 県 7 鹿児島県 1.6 熊 本 県 1.2 40

41 山 梨 県 398 山 梨 県 422 山 梨 県 422 和歌山県 8 青 森 県 6 鳥 取 県 1.2 青 森 県 1.0 41

42 高 知 県 378 高 知 県 392 高 知 県 392 青 森 県 6 奈 良 県 3 青 森 県 0.9 奈 良 県 0.4 42

43 徳 島 県 356 徳 島 県 365 徳 島 県 381 鳥 取 県 3 山 梨 県 0 北 海 道 0.6 山 梨 県 0.0 43

44 佐 賀 県 323 佐 賀 県 338 佐 賀 県 352 岩 手 県 3 長 崎 県 -1 岩 手 県 0.5 長 崎 県 -0.1 44

45 福 井 県 309 福 井 県 310 福 井 県 325 福 井 県 1 高 知 県 -1 福 井 県 0.3 高 知 県 -0.2 45

46 島 根 県 296 島 根 県 304 島 根 県 314 山 形 県 -1 秋 田 県 -1 山 形 県 -0.2 秋 田 県 -0.3 46

47 鳥 取 県 247 鳥 取 県 250 鳥 取 県 257 福 島 県 -26 兵 庫 県 -53 福 島 県 -3.2 兵 庫 県 -1.9 47

　　1) 「居住世帯なし」の住宅を含む。

増減率（％）

平成25年～30年平成25年

総住宅数　 1)

平成20年 平成20年～25年平成25年～30年平成30年

実数（1000戸）

平成20年～25年

増減数（1000戸）
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【参考】都道府県の指標Ⅱ　空き家率（平成２０年～３０年）

都道府県 都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

( 全国 ) 13.1 13.5 13.6 (全国 ) 12.8 13.0 (全国 )

1 山 梨 県 20.3 山 梨 県 22.0 山 梨 県 21.3 1 山 梨 県 17.2 和歌山県 18.8 1

2 長 野 県 19.3 長 野 県 19.8 和歌山県 20.3 2 愛 媛 県 16.9 徳 島 県 18.7 2

3 和歌山県 17.9 和歌山県 18.1 長 野 県 19.6 3 高 知 県 16.8 鹿児島県 18.5 3

4 高 知 県 16.6 高 知 県 17.8 徳 島 県 19.5 4 徳 島 県 16.6 高 知 県 18.4 4

5 香 川 県 16.0 徳 島 県 17.6 高 知 県 19.1 5 香 川 県 16.6 愛 媛 県 17.6 5

6 徳 島 県 15.9 愛 媛 県 17.5 鹿児島県 19.0 6 鹿児島県 16.5 香 川 県 17.5 6

7 鳥 取 県 15.4 香 川 県 17.2 愛 媛 県 18.2 7 和歌山県 16.5 山 梨 県 17.4 7

8 鹿児島県 15.3 鹿児島県 17.0 香 川 県 18.1 8 山 口 県 15.6 山 口 県 17.3 8

9 福 井 県 15.1 群 馬 県 16.6 山 口 県 17.6 9 岡 山 県 15.4 大 分 県 16.0 9

10 山 口 県 15.1 静 岡 県 16.3 栃 木 県 17.3 10 広 島 県 15.3 栃 木 県 15.6 10

11 愛 媛 県 15.1 栃 木 県 16.3 大 分 県 16.8 11 長 崎 県 14.9 岩 手 県 15.5 11

12 栃 木 県 15.0 山 口 県 16.2 群 馬 県 16.7 12 大 分 県 14.8 岡 山 県 15.2 12

13 島 根 県 14.9 広 島 県 15.9 静 岡 県 16.4 13 三 重 県 14.8 宮 崎 県 15.1 13

14 岡 山 県 14.8 岡 山 県 15.8 岩 手 県 16.1 14 群 馬 県 14.8 群 馬 県 15.1 14

15 広 島 県 14.6 大 分 県 15.8 岐 阜 県 15.6 15 栃 木 県 14.7 鳥 取 県 15.0 15

16 石 川 県 14.6 三 重 県 15.5 岡 山 県 15.6 16 長 野 県 14.5 大 阪 府 14.9 16

17 青 森 県 14.6 長 崎 県 15.4 鳥 取 県 15.5 17 大 阪 府 14.5 島 根 県 14.9 17

18 奈 良 県 14.6 岐 阜 県 15.2 宮 崎 県 15.4 18 岐 阜 県 14.2 長 崎 県 14.8 18

19 茨 城 県 14.6 大 阪 府 14.8 長 崎 県 15.4 19 石 川 県 14.1 長 野 県 14.8 19

20 群 馬 県 14.4 石 川 県 14.8 島 根 県 15.4 20 島 根 県 14.0 岐 阜 県 14.7 20

21 大 阪 府 14.4 島 根 県 14.7 三 重 県 15.2 21 茨 城 県 13.9 広 島 県 14.6 21

22 静 岡 県 14.2 茨 城 県 14.6 大 阪 府 15.2 22 熊 本 県 13.8 青 森 県 14.6 22

23 大 分 県 14.1 鳥 取 県 14.4 広 島 県 15.1 23 鳥 取 県 13.8 三 重 県 14.4 23

24 岐 阜 県 14.1 熊 本 県 14.3 青 森 県 15.0 24 静 岡 県 13.7 茨 城 県 14.2 24

25 長 崎 県 14.1 北 海 道 14.1 茨 城 県 14.8 25 北 海 道 13.7 佐 賀 県 14.1 25

26 岩 手 県 14.1 宮 崎 県 13.9 新 潟 県 14.7 26 宮 崎 県 13.6 石 川 県 14.0 26

27 北 海 道 13.7 福 井 県 13.9 石 川 県 14.5 27 青 森 県 13.5 静 岡 県 14.0 27

28 福 岡 県 13.7 青 森 県 13.8 佐 賀 県 14.3 28 福 井 県 13.5 福 島 県 13.7 28

29 宮 城 県 13.7 奈 良 県 13.8 福 島 県 14.3 29 奈 良 県 13.3 奈 良 県 13.6 29

30 熊 本 県 13.4 岩 手 県 13.7 奈 良 県 14.1 30 岩 手 県 13.1 福 井 県 13.4 30

31 兵 庫 県 13.3 新 潟 県 13.6 福 井 県 13.8 31 新 潟 県 12.8 秋 田 県 13.4 31

32 三 重 県 13.2 京 都 府 13.3 熊 本 県 13.8 32 京 都 府 12.6 熊 本 県 13.4 32

33 京 都 府 13.1 兵 庫 県 13.0 秋 田 県 13.6 33 兵 庫 県 12.5 北 海 道 13.2 33

34 千 葉 県 13.1 滋 賀 県 12.9 北 海 道 13.5 34 富 山 県 12.5 兵 庫 県 13.0 34

35 福 島 県 13.0 佐 賀 県 12.8 兵 庫 県 13.4 35 佐 賀 県 12.4 富 山 県 12.9 35

36 滋 賀 県 12.9 富 山 県 12.8 富 山 県 13.3 36 福 岡 県 12.4 新 潟 県 12.8 36

37 秋 田 県 12.6 福 岡 県 12.7 滋 賀 県 13.0 37 秋 田 県 12.4 福 岡 県 12.5 37

38 宮 崎 県 12.3 千 葉 県 12.7 京 都 府 12.8 38 愛 知 県 12.0 京 都 府 12.3 38

39 富 山 県 12.3 秋 田 県 12.7 福 岡 県 12.7 39 千 葉 県 11.9 千 葉 県 11.8 39

40 新 潟 県 12.1 愛 知 県 12.3 千 葉 県 12.6 40 滋 賀 県 11.6 滋 賀 県 11.8 40

41 東 京 都 11.1 福 島 県 11.7 山 形 県 12.1 41 福 島 県 11.0 山 形 県 11.7 41

42 佐 賀 県 11.1 神奈川県 11.2 宮 城 県 12.0 42 東 京 都 10.9 宮 城 県 11.6 42

43 山 形 県 11.0 東 京 都 11.1 愛 知 県 11.3 43 神奈川県 10.6 愛 知 県 11.1 43

44 愛 知 県 11.0 埼 玉 県 10.9 神奈川県 10.8 44 埼 玉 県 10.6 東 京 都 10.4 44

45 埼 玉 県 10.7 山 形 県 10.7 東 京 都 10.6 45 山 形 県 10.1 神奈川県 10.4 45

46 神奈川県 10.5 沖 縄 県 10.4 沖 縄 県 10.4 46 沖 縄 県 9.8 埼 玉 県 10.0 46

47 沖 縄 県 10.3 宮 城 県 9.4 埼 玉 県 10.2 47 宮 城 県 9.1 沖 縄 県 9.9 47

平成20年 平成25年 平成30年

空き家率（％）（二次的住宅除く）

平成30年

空き家率（％）

平成25年
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【参考】都道府県の指標Ⅲ　住宅の建て方別割合（平成３０年）

都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

(全国 ) 57.0 43.0 53.6 43.6 (全国 )

1 秋 田 県 88.6 沖 縄 県 96.6 秋 田 県 79.8 東 京 都 71.1 1

2 青 森 県 86.8 東 京 都 65.0 山 形 県 77.6 沖 縄 県 59.0 2

3 山 形 県 83.7 大 阪 府 58.8 富 山 県 77.1 神奈川県 56.1 3

4 新 潟 県 83.5 福 岡 県 53.1 福 井 県 76.7 大 阪 府 55.4 4

5 岩 手 県 82.0 神奈川県 51.1 青 森 県 75.2 福 岡 県 52.8 5

6 富 山 県 78.5 愛 知 県 50.8 岐 阜 県 74.4 兵 庫 県 46.6 6

7 島 根 県 77.1 兵 庫 県 49.9 新 潟 県 74.3 愛 知 県 45.8 7

8 群 馬 県 76.6 京 都 府 44.6 和歌山県 74.1 千 葉 県 44.8 8

9 福 井 県 76.3 広 島 県 43.7 群 馬 県 73.9 北 海 道 43.8 9

10 福 島 県 76.2 千 葉 県 41.3 山 梨 県 73.8 埼 玉 県 43.5 10

11 茨 城 県 75.9 埼 玉 県 40.4 長 野 県 73.2 宮 城 県 42.4 11

12 長 野 県 75.7 滋 賀 県 37.0 岩 手 県 72.9 京 都 府 41.9 12

13 石 川 県 74.4 大 分 県 36.6 三 重 県 72.9 広 島 県 41.3 13

14 栃 木 県 74.3 山 口 県 35.6 茨 城 県 72.3 大 分 県 34.0 14

15 山 梨 県 73.9 静 岡 県 35.5 島 根 県 71.7 熊 本 県 32.7 15

16 鳥 取 県 73.2 奈 良 県 34.3 栃 木 県 71.6 長 崎 県 31.8 16

17 佐 賀 県 71.4 宮 城 県 34.2 鳥 取 県 70.9 静 岡 県 31.8 17

18 岐 阜 県 70.7 徳 島 県 34.2 徳 島 県 70.7 岡 山 県 30.7 18

19 宮 崎 県 69.5 熊 本 県 33.9 福 島 県 70.1 滋 賀 県 30.3 19

20 北 海 道 68.8 高 知 県 33.5 石 川 県 69.8 鹿児島県 29.6 20

21 三 重 県 68.6 愛 媛 県 33.4 佐 賀 県 69.2 山 口 県 29.1 21

22 和歌山県 68.6 岡 山 県 33.0 宮 崎 県 68.4 奈 良 県 28.9 22

23 鹿児島県 68.5 香 川 県 32.6 愛 媛 県 68.3 愛 媛 県 28.7 23

24 長 崎 県 67.8 長 崎 県 32.2
鹿 児 島
県

67.9 宮 崎 県 28.5 24

25 香 川 県 67.4 鹿児島県 31.5 奈 良 県 67.6 高 知 県 28.4 25

26 岡 山 県 67.0 和歌山県 31.4 高 知 県 67.6 香 川 県 28.4 26

27 愛 媛 県 66.6 三 重 県 31.4 香 川 県 67.6 石 川 県 28.4 27

28 高 知 県 66.5 北 海 道 31.2 山 口 県 67.5 佐 賀 県 27.4 28

29 熊 本 県 66.1 宮 崎 県 30.5 滋 賀 県 67.4 福 島 県 26.8 29

30 徳 島 県 65.8 岐 阜 県 29.3 岡 山 県 66.6 徳 島 県 26.4 30

31 宮 城 県 65.8 佐 賀 県 28.6 静 岡 県 66.0 栃 木 県 25.9 31

32 奈 良 県 65.7 鳥 取 県 26.8 長 崎 県 64.4 鳥 取 県 25.4 32

33 静 岡 県 64.5 山 梨 県 26.1 熊 本 県 63.1 島 根 県 25.0 33

34 山 口 県 64.4 栃 木 県 25.7 大 分 県 63.1 茨 城 県 24.7 34

35 大 分 県 63.4 石 川 県 25.6 広 島 県 55.5 三 重 県 24.6 35

36 滋 賀 県 63.0 長 野 県 24.3 京 都 府 55.3 山 梨 県 24.2 36

37 埼 玉 県 59.6 茨 城 県 24.1 宮 城 県 55.3 群 馬 県 23.9 37

38 千 葉 県 58.7 福 島 県 23.8 埼 玉 県 54.8 新 潟 県 23.6 38

39 広 島 県 56.2 福 井 県 23.7 千 葉 県 53.1 岩 手 県 23.4 39

40 京 都 府 55.4 群 馬 県 23.4 北 海 道 52.0 長 野 県 23.3 40

41 兵 庫 県 50.1 島 根 県 23.0 愛 知 県 51.0 岐 阜 県 23.1 41

42 愛 知 県 49.2 富 山 県 21.5 兵 庫 県 50.4 和歌山県 22.1 42

43 神奈川県 48.9 岩 手 県 18.0 福 岡 県 44.3 青 森 県 21.3 43

44 福 岡 県 46.9 新 潟 県 16.5 神奈川県 41.4 福 井 県 21.2 44

45 大 阪 府 41.2 山 形 県 16.3 大 阪 府 40.7 山 形 県 20.5 45

46 東 京 都 35.0 青 森 県 13.2 沖 縄 県 38.8 富 山 県 19.7 46

47 沖 縄 県 3.4 秋 田 県 11.4 東 京 都 26.8 秋 田 県 17.8 47

木造率（％）
(防火木造を含む)

非木造率（％） 一戸建率（％） 共同住宅率（％）
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問い合わせ先 

 

鳥取県令和新時代創造本部統計課 人口統計担当 

〒680-8570 鳥取県鳥取市東町一丁目２２０ 

電話：0857-26-7105 ／ FAX：0857-23-5033 

E-mail：toukei@pref.tottori.lg.jp 

URL https://www.pref.tottori.lg.jp/9028.htm 

 
 
 
 
 
 
 
 


